
  

別 紙 

新   旧   対   照   表 

（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

改   正   後 改   正   前 

 

《省略用語例》 

この通達において使用した省略用語は、それぞれ次に掲げる法令を示す。 

措置法 ……… 租税特別措置法（昭和32年法律第26号） 

措置法令 …… 租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号） 

措置法規則 … 租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号） 

 

 

目     次 

 

〔措置法第69条の４((小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

69の４－１ （省略） 

69の４－２ （省略） 

69の４－３ （省略） 

69の４－４ （省略） 

69の４－５ （省略） 

69の４－６ （省略） 

69の４－７ （省略） 

69の４－８ （省略） 

69の４－９ （省略） 

（削除） 

69の４－10 （省略） 

69の４－11 （省略） 

69の４－12 （省略） 

69の４－13 （省略） 

69の４－14 （省略） 

69の４－15 （省略） 

69の４－16 （省略） 

69の４－17 （省略） 

69の４－18 （省略） 

 

（同左） 

 

 

 

 

 

 

目     次 

 

〔措置法第69条の４((小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

69の４－１ （同左） 

69の４－１の２ （同左） 

69の４－１の３ （同左） 

69の４－２ （同左） 

69の４－３ （同左） 

69の４－４ （同左） 

69の４－５ （同左） 

69の４－６ （同左） 

69の４－７ （同左） 

69の４－８ １棟の建物の範囲 

69の４－９ （同左） 

69の４－10 （同左） 

69の４－11 （同左） 

69の４－12 （同左） 

69の４－13 （同左） 

69の４－14 （同左） 

69の４－15 （同左） 

69の４－16 （同左） 

69の４－17 （同左） 



  

改   正   後 改   正   前 

69の４－19 （省略） 

69の４－20 （省略） 

（削除） 

 

69の４－21～69の４－24 （省略） 

69の４－24の２ 被相続人等の貸付事業の用に供されていた宅地等 

69の４－25～69の４－39 （省略） 

 

69の４－18 （同左） 

69の４－19 （同左） 

69の４－20 １棟の建物の敷地の用に供されていた宅地等のうち特定居住用宅地等に該当

する部分の範囲 

69の４－21～69の４－24 （同左） 

（新設） 

69の４－25～69の４－39 （同左） 

 

〔措置法第69条の５((特定計画山林についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

69の５－１～69の５－22 （省略） 

69の５－23 特定受贈同族会社株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用

を受ける場合の同条第２項第１号ホの要件 

69の５－24 選択特定受贈同族会社株式等に係る認定承継会社等が外国会社又は医療法人

の株式等を有する場合の納税猶予分の相続税額の計算の基となる特例非上場株式等の価

額 

69の５－25 平成21年改正法附則第64条第２項の規定により特定受贈同族会社株式等につ

いて相続税の納税猶予の適用を受けている場合の取扱い 

 

〔措置法第69条の５((特定計画山林についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

69の５－１～69の５－22 （同左） 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

〔措置法第70条第１項((国等に対して相続財産を贈与した場合の相続税の非課税等))関

係〕 

（省略） 

 

〔措置法第70条第１項((国等に対して相続財産を贈与した場合の相続税の非課税等))関

係〕 

（同左） 

〔措置法第70条第３項((特定公益信託の信託財産として相続財産に属する金銭を支出した

場合の相続税の非課税))関係〕 

（省略） 

 

〔措置法第70条第３項((特定公益信託の信託財産として相続財産に属する金銭を支出した

場合の相続税の非課税))関係〕 

（同左） 

〔措置法第70条の２((直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非

課税))関係〕 

（省略） 

〔措置法第70条の２((直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非

課税))関係〕 

（同左） 

 

〔措置法第70条の３((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算

課税の特例))関係〕 

70の３－１～70の３－１の２ （省略） 

〔措置法第70条の３((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算

課税の特例))関係〕 

70の３－１～70の３－１の２ （同左） 



  

改   正   後 改   正   前 

70の３－２ 住宅用家屋の新築若しくは取得とともに取得するその敷地の用に供され

ている土地等 

70の３－３ （省略） 

70の３－３の２ 措置法第70条の２第１項の規定の適用後に住宅取得等資金について

贈与税の課税価格に算入すべき価額がない場合の措置法第70条の３の適用関係 

70の３－４～70の３－15 （省略） 

 

70の３－２ 住宅用家屋の新築又は取得とともに取得するその敷地の用に供されてい

る土地等 

70の３－３ （同左） 

（新設） 

 

70の３－４～70の３－15 （同左） 

 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

〔措置法第70条の３の２((住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税に係る贈

与税の特別控除の特例))関係〕 

70の３の２－１ 相続時精算課税の特別控除額と住宅資金特別控除額の控除する順序 

70の３の２－２ 修正申告書の提出期限 

70の３の２－３ 期限後申告に係る「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課

税に係る贈与税の特別控除の特例」の適用 

70の３の２－４ 被相続人である特定贈与者が年の中途において死亡した場合の措置法第

70条の３の２第６項に規定する書類 

 

（削除） 

 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

〔旧措置法第70条の３((住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例))関

係〕 

旧70の３－１ 旧措置法第70条の３の取扱い 

旧70の３－２ 平成14年12月31日までに旧措置法第70条の３の規定の適用を受けた場

合の相続時精算課税の適用等 

旧70の３－３ 平成15年１月１日以後に旧措置法第70条の３の規定の適用を受けた場

合の相続時精算課税の適用 

 

〔旧措置法第70条の３の３ ((特定の贈与者から特定同族株式等の贈与を受けた場合の相

続時精算課税の特例))・旧措置法第70条の３の４ ((特定同族株式等の贈与を受けた場合

の相続時精算課税に係る贈与税の特別控除の特例))関係〕 

旧70の３の３・70の３の４－１～旧70の３の３・70の３の４－４ （省略） 

旧70の３の３・70の３の４－５ 特定同族株式等について措置法第70条の７の２第１項の

規定の適用を受ける場合の同条第２項第１号ホの要件 

旧70の３の３・70の３の４－６ 選択特定同族株式等に係る認定承継会社等が外国会社又

は医療法人の株式等を有する場合の納税猶予分の相続税額の計算の基となる特例非上場

〔旧措置法第70条の３の３ ((特定の贈与者から特定同族株式等の贈与を受けた場合の相

続時精算課税の特例))・旧措置法第70条の３の４ ((特定同族株式等の贈与を受けた場合

の相続時精算課税に係る贈与税の特別控除の特例))関係〕 

旧70の３の３・70の３の４－１～旧70の３の３・70の３の４－４ （同左） 

（新設） 

 

（新設） 

 



  

改   正   後 改   正   前 

株式等の価額 

旧70の３の３・70の３の４－７ 平成21年改正法附則第64条第７項の規定により特定同族

株式等について相続税の納税猶予の適用を受けている場合の取扱い 

 

 

（新設） 

〔措置法第70条の４((農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予))関係〕 

（省略） 

 

〔措置法第70条の４((農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予))関係〕 

（同左） 

 

〔措置法第70条の５((農地等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例))関係〕 

（省略） 

 

〔措置法第70条の５((農地等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例))関係〕 

（同左） 

 

〔措置法第70条の６((農地等についての相続税の納税猶予等))関係〕 

（省略） 

 

〔措置法第70条の６((農地等についての相続税の納税猶予等))関係〕 

（同左） 

 

〔措置法第70条の６の２ ((相続税の納税猶予を適用している場合の特定貸付けの特例))

関係〕 

（省略） 

〔措置法第70条の６の２ ((相続税の納税猶予を適用している場合の特定貸付けの特例))

関係〕 

（同左） 

 

〔措置法第70条の６の３((特定貸付けを行った農地又は採草放牧地についての相続税の課

税の特例))関係〕 

（省略） 

〔措置法第70条の６の３((特定貸付けを行った農地又は採草放牧地についての相続税の課

税の特例))関係〕 

（同左） 

 

〔措置法第70条の７((非上場株式等についての贈与税の納税猶予))関係〕 

70の７－１～70の７－11  （省略） 

70の７－11の２ 認定贈与承継会社から支給された給与等の意義 

70の７－12～70の７－13  （省略） 

70の７－14 認定贈与承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納税猶

予分の贈与税額の計算の基となる特例受贈非上場株式等の価額 

70の７－14の２  （省略） 

70の７－15～70の７－26  （省略） 

70の７－26の２ 認定贈与承継会社から受けた給与等の意義 

70の７－27～70の７－45  （省略） 

 

〔措置法第70条の７((非上場株式等についての贈与税の納税猶予))関係〕 

70の７－１～70の７－11  （同左） 

（新設） 

70の７－12～70の７－13  （同左） 

（新設） 

 

70の７－14  （同左） 

70の７－15～70の７－26  （同左） 

（新設） 

70の７－27～70の７－45  （同左） 

 



  

改   正   後 改   正   前 

〔措置法第70条の７の２((非上場株式等について相続税の納税猶予))関係〕 

70の７の２－１～70の７の２－３  （省略） 

70の７の２－４  代償分割により取得をした非上場株式等についての相続税の納税猶予の

不適用 

70の７の２－５～70の７の２－14  （省略） 

70の７の２－14の２ 認定承継会社から支給された給与等の意義 

70の７の２－15  （省略） 

70の７の２－16 認定承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納税猶

予分の相続税額の計算の基となる特例非上場株式等の価額 

70の７の２－16の２  （省略） 

70の７の２－17～70の７の２－49  （省略） 

 

〔措置法第70条の７の２((非上場株式等について相続税の納税猶予))関係〕 

70の７の２－１～70の７の２－３  （同左） 

70の７の２－４  代償分割により取得した非上場株式等についての相続税の納税猶予の不

適用 

70の７の２－５～70の７の２－14  （同左） 

（新設） 

70の７の２－15  （同左） 

（新設） 

 

70の７の２－16  （同左） 

70の７の２－17～70の７の２－49  （同左） 

 

〔措置法第70条の７の３((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例))

関係〕 

70の７の３－１  措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取得をし

たものとみなされる特例受贈非上場株式等の価額の計算 

70の７の３－２  （省略） 

〔措置法第70条の７の３((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の特例))

関係〕 

70の７の３－１  措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取得した

ものとみなされる特例受贈非上場株式等の価額の計算 

70の７の３－２  （同左） 

 

〔措置法第70条の７の４((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予))関

係〕 

70の７の４－１～70の７の４－５ （省略） 

70の７の４－６ 認定相続承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納

税猶予分の相続税額の計算の基となる特例相続非上場株式等の価額 

70の７の４－６の２ （省略） 

70の７の４－７～70の７の４－10  （省略） 

70の７の４－11 平成22年４月１日前に贈与により取得をした非上場株式等に係る会社の

措置法第70条の７の４第２項第１号ヘの要件 

70の７の４－12  （省略） 

70の７の４－13 平成22年改正前措置法第70条の７、第70条の７の２及び第70条の７の４

の規定による非上場株式等についての贈与税及び相続税の納税猶予についての取扱い 

〔措置法第70条の７の４((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶予))関

係〕 

70の７の４－１～70の７の４－５ （同左） 

（新設） 

 

70の７の４－６ （同左） 

70の７の４－７～70の７の４－10  （同左） 

（新設） 

 

70の７の４－11  （同左） 

（新設） 

 

  

 



改   正   後 改   正   前 

 

〔措置法第69条の４((小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

 

 

〔措置法第69条の４((小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例))関係〕 

 

（信託に関する権利） 

69の４－２ 特例対象宅地等には、・・・の敷地の用に供されているものに限る。以下69

の４－24の２までにおいて同じ。）が、・・・その被相続人の親族（以下69の４－24の

２までにおいて「被相続人等」という。）・・・ 

 

（信託に関する権利） 

69の４－１の２ 措置法第69条の４第１項に規定する特例対象宅地等には、・・・の敷地

の用に供されているものに限る。以下69の４－24までにおいて同じ。）が、・・・その

被相続人の親族（以下69の４－24までにおいて「被相続人等」という。）・・・ 

 

（公共事業の施行により従前地及び仮換地について使用収益が禁止されている場合） 

69の４－３ 特例対象宅地等には、・・・（事業（措置令第40条の２第１項に規定する事

業を含む。以下69の４－５までにおいて同じ。）の用又は居住の用をいう。以下69の４

－３において同じ。）に供されていた宅地等（以下69の４－３において「従前地」とい

う。）で・・・ 

 

（公共事業の施行により従前地及び仮換地について使用収益が禁止されている場合） 

69の４－１の３ 措置法第69条の４第１項に規定する特例対象宅地等には、・・・（事業

（措置令第40条の２第１項に規定する事業を含む。以下69の４－４までにおいて同じ。）

の用又は居住の用をいう。以下69の４－１の３において同じ。）に供されていた宅地等

（以下69の４－１の３において「従前地」という。）で・・・ 

 

（被相続人等の事業の用に供されていた宅地等の範囲） 

69の４－４ ・・・に供されていた宅地等（以下69の４－18までにおいて「事業用宅地等」

という。）とは、・・・ 

 

（被相続人等の事業の用に供されていた宅地等の範囲） 

69の４－２ ・・・に供されていた宅地等とは、・・・ 

 

（事業用建物等の建築中等に相続が開始した場合） 

69の４－５ 被相続人等の事業の用に供されている建物等の移転又は建替えのため当該

建物等を取り壊し、・・・に供されていた宅地等は、事業用宅地等に該当するものとし

て取り扱う。 

・・・ 

 

 

（事業用建物等の建築中等に相続が開始した場合） 

69の４－３ 事業場の移転又は建替えのため被相続人等の事業の用に供されていた建物

等を取り壊し、・・・に供されていた宅地等は、措置法第69条の４第１項に規定する被

相続人等の事業の用に供されていた宅地等（以下69の４－17までにおいて「事業用宅地

等」という。）に該当するものとして取り扱う。 

・・・ 

 

（使用人の寄宿舎等の敷地） 

69の４－６ （省略） 

（使用人の寄宿舎等の敷地） 

69の４－４ （同左） 

 

（被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の範囲） 

69の４－７ ・・・に供されていた宅地等（以下69の４－８までにおいて「居住用宅地等」

という。）とは、被相続人等の居住の用に供されていた・・・ 

 

（被相続人等の居住の用に供されていた宅地等の範囲） 

69の４－５ ・・・に供されていた宅地等とは、被相続人等の居住の用に供されていた・ 

 ・・ 

 

（居住用建物の建築中等に相続が開始した場合） （居住用建物の建築中等に相続が開始した場合） 



改   正   後 改   正   前 

69の４－８ ・・・に供されていた宅地等が居住用宅地等に当たるかどうか及び居住用宅

地等の部分については、69の４－５((事業用建物等の建築中等に相続が開始した場合))

に準じて取り扱う。 

(注) ・・・ 

 

69の４－６ ・・・に供されていた宅地等が措置法第69条の４第１項に規定する被相続人

等の居住の用に供されていた宅地等（以下69の４－６において「居住用宅地等」という。）

に当たるかどうか及び居住用宅地等の部分については、69の４－３((事業用建物等の建

築中等に相続が開始した場合))に準じて取り扱う。 

(注) ・・・ 

 

（店舗兼住宅等の敷地の持分の贈与について贈与税の配偶者控除等の適用を受けたもの

の居住の用に供されていた部分の範囲） 

69の４－９ （省略） 

 

（店舗兼住宅等の敷地の持分の贈与について贈与税の配偶者控除等の適用を受けたもの

の居住の用に供されていた部分の範囲） 

69の４－７ （同左） 

 

（削除） （１棟の建物の範囲） 

69の４－８ 措置法令第40条の２第２項に規定する１棟の建物とは、建物の構造上区分さ

れた数個の部分を独立して住居その他の用途に供することができるため、建物の区分所

有等に関する法律（昭和37年法律第69号）によりその各部分がそれぞれ所有権の目的と

なっているものであっても、その建物全体をいうのであるから留意する。 

 

（選択特例対象宅地等のうちに特定事業用等宅地等及び特定居住用等宅地等がある場合

の限度面積要件） 

69の４－10 ・・・ 

(注) ・・・ 

Ａは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての措置法第69条の

４第１項に規定する選択特例対象宅地等（以下69の４－11までにおいて「選択特例

対象宅地等」という。）である同条第２項第１号に規定する特定事業用等宅地等の

面積の合計 

Ｂは、・・・ 

Ｃは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての選択特例対象宅

地等である同条第３項第４号に規定する貸付事業用宅地等の面積の合計 

 

（選択特例対象宅地等のうちに特定事業用等宅地等及び特定居住用等宅地等がある場合

の限度面積要件） 

69の４－９ ・・・ 

(注) ・・・ 

Ａは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての措置法第69条の

４第１項に規定する選択特例対象宅地等（以下69の４－９において「選択特例対象

宅地等」という。）である同条第２項第１号に規定する特定事業用等宅地等の面積

の合計 

Ｂは、・・・ 

Ｃは、当該相続又は遺贈により財産を取得した者に係るすべての選択特例対象宅

地等である同条第２項第３号に規定する特定特例対象宅地等の面積の合計 

 

（限度面積要件を満たさない場合） 

69の４－11 選択特例対象宅地等が措置法第69条の４第２項に規定する限度面積要件を

満たしていない場合は、・・・ 

・・・その選択特例対象宅地等について措置法第69条の４第１項の適用がある（69

の４－12に規定する場合を除く。）ことに留意する。 

（限度面積要件を満たさない場合） 

69の４－10 措置法第69条の４第１項に規定する選択特例対象宅地等が同条第２項に規

定する限度面積要件を満たしていない場合は、・・・ 

・・・その選択特例対象宅地等について措置法第69条の４第１項の適用がある（69の

４－11に規定する場合を除く。）ことに留意する。 
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（小規模宅地等の特例と特定計画山林の特例を重複適用する場合に限度額要件を満たさ

ないとき） 

69の４－12 ・・・及び措置法第69条の５第１項((特定計画山林についての相続税の課税

価格の計算の特例))に規定する選択特定計画山林（以下69の５－13までにおいて「選択

特定計画山林」という。）について、措置法第69条の４第１項及び第69条の５第１項の

規定の適用を受けようとする場合において、・・・ 

 

（小規模宅地等の特例と特定計画山林の特例を重複適用する場合に限度額要件を満たさ

ないとき） 

69の４－11 ・・・及び措置法第69条の５第１項に規定する選択特定計画山林（以下69の

５－13までにおいて「選択特定計画山林」という。）について、措置法第69条の４第１

項及び第69条の５第１項((特定計画山林についての相続税の課税価格の計算の特例))

の規定の適用を受けようとする場合において、・・・ 

 

（不動産貸付業等の範囲） 

69の４－13 ・・・設備の状況及び営業形態等を問わずすべて措置法第69条の４第３項第

１号及び第４号に規定する不動産貸付業又は・・・ 

（不動産貸付業等の範囲） 

69の４－12 ・・・設備の状況及び営業形態等を問わずすべて措置法第69条の４第３項第

１号に規定する不動産貸付業又は・・・ 

 

（下宿等） 

69の４－14 下宿等のように部屋を使用させるとともに食事を供する事業は、措置法第69

条の４第３項第１号及び第４号に規定する「不動産貸付業その他政令で定めるもの」に

当たらないものとする。 

 

（下宿等） 

69の４－13 下宿等のように部屋を使用させるとともに食事を供する事業は、措置法第69

条の４第３項第１号に規定する不動産貸付業その他政令で定めるものに当たらないも

のとする。 

 

（宅地等を取得した親族が申告期限までに死亡した場合） 

69の４－15 ・・・により当該宅地等を取得した当該親族の相続人が、措置法第69条の４

第３項第１号イ又は第４号イの要件を満たせば、当該宅地等は同項第１号に規定する特

定事業用宅地等又は同項第４号に規定する貸付事業用宅地等に当たるのであるから留

意する。 

(注) 当該相続人について措置法第69条の４第３項第１号イ又は第４号イの要件に該

当するかどうかを判定する場合において、同項第１号又は第４号の申告期限

は、・・・また、被相続人の事業（措置令第40条の２第１項に規定する事業を含む。

以下69の４－15において同じ。）を引き継ぐとは、・・・ 

 

（宅地等を取得した親族が申告期限までに死亡した場合） 

69の４－14 ・・・により当該宅地等を取得した当該親族の相続人が、措置法第69条の４

第３項第１号イの要件を満たせば、当該宅地等は同号に規定する特定事業用宅地等に当

たるのであるから留意する。 

(注) 当該相続人について措置法第69条の４第３項第１号イの要件に該当するかどう

かを判定する場合において、同号の申告期限は、・・・また、被相続人の事業を引

き継ぐとは、・・・ 

 

（申告期限までに転業又は廃業があった場合） 

69の４－16 ・・・ 

(注)１ 措置法第69条の４第３項第４号イの要件の判定については、上記に準じて取り

扱う。 

２ 措置法第69条の４第３項第１号ロ、同項第３号及び同項第４号ロの要件の判定

については、上記のなお書に準じて取り扱う。 

（申告期限までに転業又は廃業があった場合） 

69の４－15 ・・・ 

(注) 措置法第69条の４第３項第１号ロ及び同項第３号の要件の判定については、上記

のなお書に準じて取り扱う。 

 



改   正   後 改   正   前 

 

（災害のため事業が休止された場合） 

69の４－17 ・・・ 

(注) 措置法第69条の４第３項第２号イ及びハ、同項第３号並びに同項第４号イ及びロ

の要件の判定については、上記に準じて取り扱う。 

 

（災害のため事業が休止された場合） 

69の４－16 ・・・ 

(注) 措置法第69条の４第３項第２号イ及びハ並びに同項第３号の要件の判定につい

ては、上記に準じて取り扱う。 

 

（申告期限までに宅地等の一部の譲渡又は貸付けがあった場合） 

69の４－18 （省略） 

 

（申告期限までに宅地等の一部の譲渡又は貸付けがあった場合） 

69の４－17 （同左） 

（申告期限までに事業用建物等を建て替えた場合） 

69の４－19 ・・・ 

(注) 措置法第69条の４第３項第２号イ及びハ、同項第３号並びに同項第４号イ及びロ

の要件の判定については、上記に準じて取り扱う。 

 

（申告期限までに事業用建物等を建て替えた場合） 

69の４－18 ・・・ 

(注) 措置法第69条の４第３項第２号イ及びハ並びに同項第３号の要件の判定につい

ては、上記に準じて取り扱う。 

 

（宅地等を取得した親族が事業主となっていない場合） 

69の４－20 （省略） 

 

（宅地等を取得した親族が事業主となっていない場合） 

69の４－19 （同左） 

 

（削除） （１棟の建物の敷地の用に供されていた宅地等のうち特定居住用宅地等に該当する部分

の範囲） 

69の４－20 被相続人等の居住の用に供されていた宅地等のうち当該居住の用に供され

ていた部分が措置法第69条の４第３項第２号に規定する特定居住用宅地等の要件に該

当し、かつ、当該居住の用に供されていた部分が１棟の建物に係るものである場合は、

当該宅地等のうち同項第１号に掲げる特定事業用宅地等又は同項第３号に掲げる特定

同族会社事業用宅地等のいずれかに該当する部分以外のすべての部分が同項第２号に

掲げる特定居住用宅地等に該当するのであるから留意する。 

 

（法人の事業の用に供されていた宅地等の範囲） 

69の４－23 ・・・ 

(注) 措置法第69条の４第３項第３号に規定する法人の事業には、不動産貸付業その他

措置法令第40条の２第４項に規定する駐車場、自転車駐車場及び準事業が含まれな

いことに留意する。 

 

（法人の事業の用に供されていた宅地等の範囲） 

69の４－23 ・・・ 
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（被相続人等の貸付事業の用に供されていた宅地等） 

69の４－24の２ 措置法第69条の４第３項第４号に規定する被相続人等の貸付事業の用

に供されていた宅地等には、当該貸付事業に係る建物等のうちに相続開始の時において

一時的に賃貸されていなかったと認められる部分がある場合における当該部分に係る

宅地等の部分が含まれることに留意する。 

  

（新設） 

（特定宅地等の範囲） 

69の４－30 ・・・土地等を被相続人が同法施行日前から相続の開始の直前まで引き続き

有している場合に限り・・・ 

 

（特定宅地等の範囲） 

69の４－30 ・・・土地等を被相続人が法施行日前から相続の開始の直前まで引き続き有

している場合に限り・・・ 

 

（建物の所有者の範囲） 

69の４－31 ・・・又は被相続人の相続人が、郵便局舎を同法施行日前から有していた場

合に限り・・・ 

 

（建物の所有者の範囲） 

69の４－31 ・・・又は被相続人の相続人が、郵便局舎を法施行日前から有していた場合

に限り・・・ 

 

（特定宅地等とならない部分の範囲） 

69の４－32 ・・・ 

(注) ・・・ 

ただし、当該部分が措置法第69条の４第１項第２号に規定する貸付事業用宅地等

である小規模宅地等に該当するときは、同号の規定の適用があることに留意する。 

 

（特定宅地等とならない部分の範囲） 

69の４－32 ・・・ 

(注) ・・・ 

ただし、当該部分が措置法第69条の４第１項第２号に規定する小規模宅地等に該

当するときは、同号の規定の適用があることに留意する。 

 

（郵便局舎の敷地を被相続人から無償により借り受けている場合） 

69の４－33 ・・・当該被相続人と生計を一にしていた当該被相続人の相続人が、相続開

始時から申告期限まで引き続き当該土地等を有し、かつ、相続開始前から申告期限まで

引き続き当該土地等の上に存する郵便局舎を郵便局株式会社に対し・・・ 

 

（郵便局舎の敷地を被相続人から無償により借り受けている場合） 

69の４－33 ・・・当該被相続人と生計を一にしていた当該被相続人の相続人が、当該土

地等の上に存する郵便局舎を郵便局株式会社に対し・・・ 

 

（平成21年改正前措置法第70条の３の３又は第70条の３の４の規定の適用を受けた特定

同族株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受けた場合の小規模

宅地等の特例の不適用） 

69の４－39 ・・・当該被相続人である平成21年改正法附則第64条第７項に規定する特定

同族株式等贈与者（以下旧70の３の３・70の３の４－７までにおいて「特定同族株式等

贈与者」という。）から平成20年12月31日以前に相続時精算課税に係る贈与により取得

した同条第６項に規定する特定同族株式等（以下旧70の３の３・70の３の４－７までに

（平成21年改正前措置法第70条の３の３又は第70条の３の４の規定の適用を受けた特定

同族株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受けた場合の小規模

宅地等の特例の不適用） 

69の４－39 ・・・当該被相続人である平成21年改正法附則第64条第７項に規定する特定

同族株式等贈与者から平成20年12月31日以前に相続時精算課税に係る贈与により取得

した同条第６項に規定する特定同族株式等（以下69の４－39において「特定同族株式等」

という。）について・・・ 
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おいて「特定同族株式等」という。）について・・・ 

 

 

 

〔措置法第69条の５((特定計画山林についての相続税の課税価格の計算の特例))関

係〕 

 

 

〔措置法第69条の５((特定計画山林についての相続税の課税価格の計算の特例))関

係〕 

 

（申告書の提出期限から３年以内に特定計画山林の特例及び小規模宅地等の特例に

係る遺産が分割できない場合の承認申請） 

69の５－11 相続税法第27条の規定による申告書の提出期限から・・・当該共同相続

人等は、措置法令第40条の２の２第８項及び措置法令第40条の２第13項においてそ

れぞれ準用する相続税法施行令・・・ 

(注) ・・・及び措置法令第40条の２第14項かっこ書の所轄税務署長の承認を受け

ようとする場合・・・ 

 

（申告書の提出期限から３年以内に特定計画山林の特例及び小規模宅地等の特例に

係る遺産が分割できない場合の承認申請） 

69の５－11 相続税法第27条の規定による相続税の申告書の提出期限から・・・当該

共同相続人等は、措置法令第40条の２の２第８項及び措置法令第40条の２第11項に

おいてそれぞれ準用する相続税法施行令・・・ 

(注) ・・・及び措置法令第40条の２第12項かっこ書の所轄税務署長の承認を受け

ようとする場合・・・ 

 

（特定計画山林の特例と小規模宅地等の特例を重複適用する場合に限度額要件を満

たさないとき） 

69の５－13 ・・・ 

(注) ・・・措置法第69条の４第１項の規定の適用もないことに留意する（69の４

－12参照）。 

 

（特定計画山林の特例と小規模宅地等の特例を重複適用する場合に限度額要件を満

たさないとき） 

69の５－13 ・・・ 

(注) ・・・措置法第69条の４第１項の規定の適用もないことに留意する（69の４

－11参照）。 

 

（措置法第69条の５第８項に規定する書類の提出先等） 

69の５－15 ・・・当該贈与を受けた特定受贈森林施業計画対象山林について同条第

１項の規定の適用を受けるために提出する・・・ 

 

（措置法第69条の５第８項に規定する書類の提出先等） 

69の５－15 ・・・当該贈与を受けた特定受贈森林施業計画対象山林について同条第

１項の適用を受けるために提出する・・・ 

（措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受けた場合の特定事業用資産の特例の不

適用） 

69の５－17 ・・・平成21年改正法附則第64条第１項に規定する特定受贈同族会社株式等

（以下69の５－25までにおいて「特定受贈同族会社株式等」という。）について、・・・ 

 

（措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受けた場合の特定事業用資産の特例の不

適用） 

69の５－17 ・・・平成21年改正法附則第64条第１項に規定する特定受贈同族会社株式等

（以下69の５－22までにおいて「特定受贈同族会社株式等」という。）について、・・・ 

 

（平成21年改正前措置法第70条の３の３又は第70条の３の４の規定の適用を受けた特定

同族株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受けた場合の特定事

業用資産の特例の不適用） 

（平成21年改正前措置法第70条の３の３又は第70条の３の４の規定の適用を受けた特定

同族株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受けた場合の特定事

業用資産の特例の不適用） 



改   正   後 改   正   前 

69の５－18 ・・・当該被相続人である特定同族株式等贈与者から平成20年12月31日以前

に相続時精算課税に係る贈与により取得した特定同族株式等について平成21年改正前

措置法第70条の３の３第１項又は・・・ 

(注) ・・・会社と異なる会社に係る株式等(株式又は出資をいう。以下70の７の４－

６の２までにおいて同じ。)を当該被相続人から・・・ 

 

69の５－18 ・・・当該被相続人である平成21年改正法附則第64条第７項に規定する特定

同族株式等贈与者から平成20年12月31日以前に相続時精算課税に係る贈与により取得

した同条第６項に規定する特定同族株式等（以下69の５－18において「特定同族株式等」

という。）について平成21年改正前措置法第70条の３の３第１項又は・・・ 

(注) ・・・会社に係る株式等(株式又は出資をいう。以下旧70の７の３・70の７の４

－３までにおいて同じ。)を当該被相続人から・・・ 

 

（平成21年改正前措置法第69条の５第10項の書類を提出した特定受贈同族会社株式等に

ついての相続税の納税猶予の適用） 

69の５－19 ・・・特定事業用資産相続人等（以下69の５－24までにおいて「特定事業用

資産相続人等」という。）が・・・に係る特定贈与者（平成21年改正法附則第64条第２

項に規定する特定贈与者をいう。以下69の５－25までにおいて同じ。）が・・・の規定

により選択したものに限る。以下69の５－24までにおいて「選択特定受贈同族会社株式

等」という。）は・・・ 

(注) ・・・に当たっては、「被相続人が有する認定承継会社の非上場株式等に係る議

決権の数」に、平成21年改正法附則第64条第２項の規定により措置法第70条の７の

２第２項第３号に規定する経営承継相続人等（以下70の７の２－43までにおい

て「経営承継相続人等」という。）が相続又は遺贈により取得をしたとみなされ

る選択特定受贈同族会社株式等に係る議決権の数を加算したところにより判定する

ことに留意する。 

   

（平成21年改正前措置法第69条の５第10項の書類を提出した特定受贈同族会社株式等に

ついての相続税の納税猶予の適用） 

69の５－19 ・・・特定事業用資産相続人等（以下69の５－22までにおいて「特定事業用

資産相続人等」という。）が・・・に係る特定贈与者（平成21年改正法附則第64条第２

項に規定する特定贈与者をいう。以下69の５－22までにおいて同じ。）が・・・の規定

により選択したものに限る。以下69の５－22までにおいて「選択特定受贈同族会社株式

等」という。）は・・・ 

(注) ・・・に当たっては、「被相続人が有する認定承継会社の非上場株式等に係る議

決権の数」に、平成21年４月１日前に相続時精算課税に係る贈与をした上記の特定

受贈同族会社株式等に係る議決権の数が含まれることに留意する。 

 

（役員である期間の意義） 

69の５－22 ・・・選択特定受贈同族会社株式等に係る措置法第70条の７の２第２項第１

号に規定する認定承継会社（以下70の７の２－48までにおいて「認定承継会社」という。）

の平成21年改正規則附則第21条第３項((非上場株式等についての相続税の課税価格の

計算の特例等に関する経過措置))に規定する・・・ 

 

 

（役員である期間の意義） 

69の５－22 ・・・選択特定受贈同族会社株式等に係る認定承継会社（措置法第70条の７

の２第２項第１号に規定する認定承継会社をいう。）の平成21年改正規則附則第21条第

３項((非上場株式等についての相続税の課税価格の計算の特例等に関する経過措置))

に規定する・・・ 

 

 

（特定受贈同族会社株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受

ける場合の同条第２項第１号ホの要件） 

69の５－23 特定受贈同族会社株式等について平成21年改正法附則第64条第２項の

規定により措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受ける場合の同条第２項

（新設） 

 



改   正   後 改   正   前 

第１号ホの規定の適用については、平成22年改正措令（租税特別措置法施行令等の

一部を改正する政令（平成22年政令第58号）をいう。以下70の７の４－11までにお

いて同じ。）附則第49条第２項第１号((相続税及び贈与税の特例に関する経過措

置))の規定により、当該特定受贈同族会社株式等に係る会社は常時使用従業員（措

置法規則第23条の10第６項において準用する措置法規則第23条の９第４項に規定

する常時使用する従業員をいう。以下69の５－23において同じ。）の数が５人以上

であるとみなされることに留意する。 

(注) 選択特定受贈同族会社株式等と相続又は遺贈により取得した当該選択特定受

贈同族会社株式等に係る会社の株式等について併せて措置法第70条の７の２第１

項の規定の適用を受ける場合であっても、当該特定受贈同族会社株式等に係る会

社は常時使用従業員の数が５人以上であるとみなされることに留意する。 

 

（選択特定受贈同族会社株式等に係る認定承継会社等が外国会社又は医療法人の株

式等を有する場合の納税猶予分の相続税額の計算の基となる特例非上場株式等の

価額） 

69の５－24 特定受贈同族会社株式等について平成21年改正法附則第64条第２項の

規定により措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受ける場合において、相

続の開始の時に、同条第１項に規定する特例非上場株式等（以下70の７の２－48

までにおいて「特例非上場株式等」という。）に係る認定承継会社又は当該認定

承継会社の特別関係会社（措置法令第40条の８の２第８項の特別の関係がある会

社をいう。以下70の７の２－16の２までにおいて同じ。）であって当該認定承継

会社との間に支配関係（措置法令第40条の８第７項に規定する関係をいう。以下

70の７の４－６までにおいて同じ。）がある法人（以下70の７の２－16の２まで

において「特別支配関係法人」という。）が会社法（平成17年法律第86号）第２

条第２号((定義))に規定する外国会社（当該認定承継会社の特別関係会社に該当

するものに限る。）又は措置法令第40条の８の２第12項に定める医療法人の株式

等を有するときにおける措置法第70条の７の２第２項第５号に規定する納税猶予

分の相続税額（以下70の７の２－48までにおいて「納税猶予分の相続税額」とい

う。）の計算の基となる当該特例非上場株式等である選択特定受贈同族会社株式

等の価額は、平成22年改正措令附則第49条第２項第２号((相続税及び贈与税の特

例に関する経過措置))の規定により、特定事業用資産相続人等が当該特定受贈同族

会社株式等の贈与を受けた時の価額であることに留意する。 

（新設） 

 



改   正   後 改   正   前 

 

（平成21年改正法附則第64条第２項の規定により特定受贈同族会社株式等について

相続税の納税猶予の適用を受けている場合の取扱い） 

69の５－25 平成21年改正法附則第64条第２項の規定により特定受贈同族会社株式

等について相続税の納税猶予の適用を受けているもの（平成22年４月１日前に特定

贈与者が死亡している場合に限る。）に係る平成22年改正措令附則第55条第２項

((租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令の一部改正に伴う経過措置))の

規定の適用については、平成22年６月17日付課資２－14ほか２課共同「租税特別措

置法（相続税法の特例関係）の取扱いについて」等の一部改正について」通達によ

る改正前の「租税特別措置法（相続税法の特例関係）の取扱いについて」通達の69

の５－１((特定森林施業計画対象山林である特定計画山林))から69の５－22((役

員である期間の意義))の取扱いの例による。 

   

（新設） 

 

 

〔措置法第70条第１項((国等に対して相続財産を贈与した場合の相続税の非課税

等))関係〕 

 

 

〔措置法第70条第１項((国等に対して相続財産を贈与した場合の相続税の非課税

等))関係〕 

 

（「相続又は遺贈により取得した財産」の範囲） 

70－１－５ ・・・ 

・・・措置法第70条第１項中「同法第４条」とあるのは「同法第３条第１項第２

号」と、・・・又は第10項の規定を適用することとして取り扱うこととする。 

 

（「相続又は遺贈により取得した財産」の範囲） 

70－１－５・・・ 

・・・措置法第70条第１項中「同法第３条の２」とあるのは「同法第３条第１項

第２号」と、・・・又は第10項の規定を適用することに取り扱うものとする。 

 

 

〔措置法第70条の２((直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の

非課税))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の２((直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の

非課税))関係〕 

 

（居住の用に供したとき等） 

70の２－２ ・・・ 

⑴ 措置法規則第23条の５の２第６項第１号又は第２号の場合 同項第１号イ⑷

又は第２号イ⑵に掲げる・・・ 

⑵ ・・・ 

（居住の用に供したとき等） 

70の２－２ ・・・ 

⑴ 措置法規則第23条の５の２第６項第１号又は第２号の場合 同項第１号イ⑶

又は第２号イ⑵に掲げる・・・ 

⑵ ・・・ 

 



改   正   後 改   正   前 

（住宅用家屋の新築若しくは取得とともに取得するその敷地の用に供されている土

地等） 

70の２－３ ・・・に取得するその敷地の用に供されている土地若しくは土地の上に

存する権利については、70の３－２((住宅用家屋の新築若しくは取得とともに取得

するその敷地の用に供されている土地等))（(注)２を除く。）を準用する。 

 

（住宅用家屋の新築若しくは取得とともに取得するその敷地の用に供されている土

地等） 

70の２－３ ・・・に取得するその敷地の用に供されている土地又は土地の上に存す

る権利については、70の３－２((住宅用家屋の新築又は取得とともに取得するその

敷地の用に供されている土地等))（(注)２を除く。）を準用する。 

 

（国土交通大臣が財務大臣と協議して定める書類） 

70の２－11 ・・・を受けた建築士（建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の３

第１項((登録の実施))の規定により登録された建築士事務所に・・・ 

 

（国土交通大臣が財務大臣と協議して定める書類） 

70の２－11 ・・・を受けた建築士（建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の３

第１項の規定により登録された建築士事務所に・・・ 

 

（修正申告書の提出期限） 

70の２－13 ・・・ 

(注) ・・・なお、同項の規定により贈与税を計算する場合には、相続税法第21

条の12第１項((相続時精算課税に係る贈与税の特別控除))の規定の適用がな

いことに留意する。 

 

（修正申告書の提出期限） 

70の２－13 ・・・ 

(注) ・・・なお、同項の規定により贈与税を計算する場合には、相続税法第21

条の12第１項の規定の適用がないことに留意する。 

 

 

〔措置法第70条の３((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続

時精算課税の特例))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の３((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続

時精算課税の特例))関係〕 

 

（居住の用に供したとき等） 

70の３－１ ・・・とは、同条第３項第５号に規定する住宅取得等資金（以下70の３

－14までにおいて「住宅取得等資金」という。）の贈与を受け、・・・ 

・・・に添付して提出しなければならないとされている書類については、次の⑴

又は⑵に掲げるところによることとする。 

⑴ 措置法規則第23条の６第６項第１号又は第２号の場合 同項第１号イ⑵又は

第２号イ⑵に掲げる書類にあっては、住宅取得等資金を贈与により取得した日以

後に作成されたもので、また、同項第１号ロ⑶又は第２号ロ⑶に掲げる書類にあ

っては、当該住宅用家屋等をその者と生計を一にする親族の居住の用に供するこ

と及びその居住の用に供したときは遅滞なくその生計を一にする親族の住民票

の写しの提出を約するもので差し支えない。 

⑵ 同条第６項第３号の場合 同号イ⑵に掲げる書類にあっては、住宅取得等資金

（居住の用に供したとき等） 

70の３－１ ・・・とは、同条第３項第５号に規定する住宅取得等資金（以下70の３

の２－４までにおいて「住宅取得等資金」という。）の贈与を受け、・・・ 

・・・に添付して提出しなければならないとされている措置法規則第23条の６第

６項第１号イ⑵、第２号イ⑵又は第３号イ⑵に掲げる書類にあっては、住宅取得等

資金を贈与により取得した日以後に作成されたもので、また、同項第１号ロ⑶又は

第２号ロ⑶に掲げる書類にあっては、当該住宅用家屋等をその者と生計を一にする

親族の居住の用に供すること及びその居住の用に供したときは遅滞なくその生計

を一にする親族の住民票の写しの提出を約するもので差し支えない。 

(注)１ ・・・とは、同項第１号に規定する特定受贈者（以下70の３の２－４まで

において「特定受贈者」という。）が居住の用に供している・・・ 

２ ・・・場合には、適用がないのであるから留意する。 



改   正   後 改   正   前 

を贈与により取得した日以後に作成されたもので、また、同号ロ⑶に掲げる書類

にあっては、当該増改築対象家屋をその者と生計を一にする親族の居住の用に供

すること及びその居住の用に供したときは遅滞なくその生計を一にする親族の

戸籍の附票の写しその他の書類で当該生計を一にする親族が当該増改築等前に

当該増改築対象家屋に居住していたこと及び当該増改築等後に当該増改築対象

家屋に居住していることを明らかにするものの提出を約するもので差し支えな

い。 

(注)１ ・・・とは、同項第１号に規定する特定受贈者（以下70の３－14までにお

いて「特定受贈者」という。）が居住の用に供している・・・ 

２ ・・・場合には、適用がないことに留意する。 

３ ・・・ 

 

３ ・・・ 

 

（住宅用家屋の新築若しくは取得とともに取得するその敷地の用に供されている土

地等） 

70の３－２ ・・・住宅用家屋の新築若しくは取得とともに取得するその敷地の用に

供されている土地若しくは土地の上に存する権利とは、・・・分譲マンションの土

地等をいうことに留意する。 

(注)１ ・・・上記に準じた土地等をいうことに留意する。 

２ ・・・相続時精算課税の適用となることに留意する（70の３－４参照）。 

 

（住宅用家屋の新築又は取得とともに取得するその敷地の用に供されている土地等） 

70の３－２ ・・・住宅用家屋の新築又は取得とともに取得するその敷地の用に供さ

れている土地又は土地の上に存する権利とは、・・・分譲マンションの土地等をい

うのであるから留意する。 

(注)１ ・・・上記に準じた土地等をいうのであるから留意する。 

２ ・・・相続時精算課税の適用となるのであるから留意する（70の３－４参

照）。この場合において、同法第70条の３の２第１項を適用するときは、当

該土地等取得資金は、同条第２項第２号かっこ書に規定する「住宅取得等資

金に係る部分に相当するもの」には該当しないのであるから留意する。 

 

（住宅取得等資金が法施行地外にある場合等） 

70の３－３ ・・・又は施行地外のいずれでもよいことに留意する。 

 

（住宅取得等資金が法施行地外にある場合等） 

70の３－３ ・・・又は施行地外のいずれでもよいのであるから留意する。 

(注) 上記の取扱いは、特定受贈者が措置法第70条の３の２第１項の規定の適用を

受ける場合又は所得税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第８号）附則

第123条第７項に規定する特定受贈者等が同条第８項の規定によりなおその効

力を有するものとされる同法による改正前の措置法第70条の３第１項の規定

の適用を受ける場合について準用する。 

 

（措置法第70条の２第１項の規定の適用後に住宅取得等資金について贈与税の課税

価格に算入すべき価額がない場合の措置法第70条の３の適用関係） 

（新設） 



改   正   後 改   正   前 

70の３－３の２ 措置法第70条の３第１項の規定は、住宅資金贈与者から贈与により

取得した住宅取得等資金のうち贈与税の課税価格に算入される価額について適用

があることから、措置法第70条の２第１項の規定の適用を受けた結果、当該住宅取

得等資金について贈与税の課税価格に算入すべき価額がない場合には、適用がない

ことに留意する。 

 

（住宅取得等資金を贈与により取得した年分以降に財産の贈与を受けた場合の取扱

い） 

70の３－４ ・・・当該財産については相続時精算課税の適用があることに留意する。 

(注) ・・・当該住宅取得等資金について同項の規定の適用を受けるとき（70の３

－３の２参照）には、・・・ 

 

（住宅取得等資金を贈与により取得した年分以降に財産の贈与を受けた場合の取扱

い） 

70の３－４ ・・・当該財産については相続時精算課税が適用されるのであるから留

意する。 

(注) ・・・当該住宅取得等資金について同項の規定の適用を受けるときには、・・・ 

 

（床面積の意義） 

70の３－５ ・・・ 

・・・建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第２条第３項((定

義))に規定する・・・ 

 

（床面積の意義） 

70の３－５ ・・・ 

・・・建物の区分所有等に関する法律第２条第３項に規定する・・・ 

 

 

（定期借地権等の設定に際し保証金等の支払いがある場合） 

70の３－７ ・・・を設定した日における基準年利率（昭和39年４月25日付直資56

ほか１課共同「財産評価基本通達」（以下70の７の４－６までにおいて「評価基本

通達」という。）４－４((基準年利率))に定める・・・ 

 

（定期借地権等の設定に際し保証金等の支払いがある場合） 

70の３－７ ・・・を設定した日における基準年利率（昭和39年４月25日付直資56

ほか１課共同「財産評価基本通達」（以下70の７の２－49までにおいて「評価基本

通達」という。）４－４((基準年利率))に定める・・・ 

 

（住宅用家屋の取得の意義） 

70の３－８ 措置法第70条の３第１項第１号に規定する住宅用家屋の取得及び同項

第２号に規定する・・・ 

 

（住宅用家屋の取得の意義） 

70の３－８ 措置法第70条の３第１項第１号に規定する住宅用家屋の取得又は同項

第２号に規定す・・・ 

 

（国土交通大臣が財務大臣と協議して定める書類） 

70の３－11 ・・・建築士（建築士法第23条の３第１項の規定により登録された建築

士事務所に・・・ 

 

（国土交通大臣が財務大臣と協議して定める書類） 

70の３－11 ・・・建築士（建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の３第１項の

規定により登録された建築士事務所に・・・ 

 

 

（削除） 

 

〔措置法第70条の３の２((住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税に



改   正   後 改   正   前 

 

 

係る贈与税の特別控除の特例))関係〕 

 

（削除） （相続時精算課税の特別控除額と住宅資金特別控除額の控除する順序） 

70の３の２―１ 措置法第70条の３の２第１項の規定の適用を受ける場合において

は、同項に規定する住宅資金贈与者からの贈与により取得をした財産に係る贈与税

の課税価格から同条第２項に規定する住宅資金特別控除額を控除し、その残額から

相続税法第21条の12第１項((相続時精算課税に係る贈与税の特別控除))に規定す

る金額を控除するのであるから留意する。 

 

（削除） （修正申告書の提出期限） 

70の３の２―２ 措置法第70条の３の２第３項に規定する修正申告書の提出期限に

ついては、70の３―14（(注)１及び２を除く。）に準じて取り扱う。 

 

（削除） （期限後申告に係る「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税に係る贈

与税の特別控除の特例」の適用） 

70の３の２―３ 措置法第70条の３の２第１項の規定は、期限後申告又は決定に係る

贈与税については、適用がないことに留意する。なお、修正申告又は更正に係る贈

与税については、同条第７項に該当する場合にのみ同条第１項の規定の適用がある

ことに留意する。 

 

（削除） （被相続人である特定贈与者が年の中途において死亡した場合の措置法第70条の３

の２第６項に規定する書類） 

70の３の２―４ 被相続人である特定贈与者が住宅取得等資金の贈与をした年の中

途において死亡した場合には、当該贈与により住宅取得等資金を取得した特定受贈

者については、措置法第70条の３の２第１項の規定の適用を受ける必要がないこと

から、同条第６項に規定する書類の提出は要しないのであるから留意する。 

 

 

（削除） 

 

 

 

〔旧措置法第70条の３((住宅取得資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特

例))関係〕 

 

（削除） （旧措置法第70条の３の取扱い） 



改   正   後 改   正   前 

旧70の３－１ 所得税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第８号）附則第123

条第８項((相続税及び贈与税の特例に関する経過措置))、租税特別措置法施行令の

一部を改正する政令（平成15年政令第139号）附則第37条((相続税及び贈与税の特

例に関する経過措置))及び租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成15

年財務省令第34号）附則第14条第５項((相続税及び贈与税の特例に関する経過措

置))の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の措置法（以下旧70

の３－３までにおいて「平成15年改正前措置法」という。）第70条の３((住宅取得

資金等の贈与を受けた場合の贈与税額の計算の特例))、改正前の措置法令第40条の

５((住宅取得資金等に係る贈与税額の計算の特例の対象となる住宅用の家屋の要

件等))及び改正前の措置法規則第23条の６((住宅取得資金等の贈与を受けた場合

の贈与税額の計算の特例))の規定の適用を受ける場合の取扱いについては、平成15

年６月24日付課資２－３ほか２課共同「租税特別措置法（相続税法の特例のうち延

納の特例関係以外）の取扱いについて」の一部改正について（法令解釈通達）によ

る改正前の「租税特別措置法（相続税法の特例のうち延納の特例関係以外）の取扱

いについて」の取扱いの例による。 

 

（削除） （平成14年12月31日までに旧措置法第70条の３の規定の適用を受けた場合の相続時

精算課税の適用等） 

旧70の３－２ 平成11年１月１日から平成14年12月31日までの間に平成15年改正前

措置法第70条の３第８項に規定する住宅取得資金等（以下旧70の３－３までにおい

て「住宅取得資金等」という。）を取得し、当該住宅取得資金等について同条第１

項又は第５項の規定の適用を受けた者が、平成15年１月１日以後に贈与により財産

を取得し、当該財産について相続時精算課税の適用を受けない場合には、当該取得

をした年分の贈与税は、同条第８項の規定により計算することに留意する。この場

合において、同項第１号及び第２号中「相続税法」とあるのは「所得税法等の一部

を改正する法律第３条による改正後の相続税法」と読み替えて同項の規定を適用す

るものとする。 

(注)１ 当該財産について相続時精算課税の適用を受ける場合の贈与税について

は、相続税法第２章第２節及び第３節の規定の適用をして贈与税額を計算す

ることとなる。 

２ 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成13年法律第７号）附則第32

条第４項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法による改正



改   正   後 改   正   前 

前の措置法第70条の３第２項の規定を読み替えて適用する場合は、上記本文

又は(注)１の取扱いに準じて計算するものとする。 

 

（削除） （平成15年１月１日以後に旧措置法第70条の３の規定の適用を受けた場合の相続時

精算課税の適用） 

旧70の３－３ 平成15年１月１日以後に住宅取得資金等を贈与により取得し、当該住

宅取得資金等について平成15年改正前措置法第70条の３第１項又は第５項の規定

の適用を受けた場合には、当該贈与により住宅取得資金等の取得をした日の属する

年の翌年以後４年内に当該住宅取得資金等の贈与者から贈与により財産を取得し

たときは、当該財産について相続時精算課税の適用はできないのであるから留意す

る。なお、当該住宅取得資金等の贈与者以外の者から贈与により財産を取得した場

合には、当該財産については相続時精算課税の適用はできることに留意する。 

 

 

〔旧措置法第70条の３の３ ((特定の贈与者から特定同族株式等の贈与を受けた場合の相

続時精算課税の特例))・旧措置法第70条の３の４ ((特定同族株式等の贈与を受けた場

合の相続時精算課税に係る贈与税の特別控除の特例))関係〕 

 

 

〔旧措置法第70条の３の３ ((特定の贈与者から特定同族株式等の贈与を受けた場合の相

続時精算課税の特例))・旧措置法第70条の３の４ ((特定同族株式等の贈与を受けた場

合の相続時精算課税に係る贈与税の特別控除の特例))関係〕 

 

（平成21年改正前措置法第70条の３の３又は第70条の３の４の規定を受けた特定同族株

式等に係る相続税の納税猶予の適用） 

旧70の３の３・70の３の４－２ 平成21年改正法附則第64条第６項に規定する特定受贈者

（以下旧70の３の３・70の３の４－６までにおいて「特定受贈者」という。）が、平成

20年12月31日以前に贈与により取得した特定同族株式等について・・・かつ、当該特定

受贈者に係る特定同族株式等贈与者が平成20年10月１日以後に死亡している場合にお

いて、・・・（平成21年改正令附則第43条第５項の規定により選択したものに限る。以

下旧70の３の３・70の３の４－６までにおいて「選択特定同族株式等」という。）につ

いては・・・ 

 (注) ・・・「被相続人が有する認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数」に、

平成21年改正法附則第64条第７項の規定により経営承継相続人等が相続又は遺贈

により取得をしたとみなされる選択特定同族株式等に係る議決権の数を加算した

ところにより判定することに留意する。 

 

（平成21年改正前措置法第70条の３の３又は第70条の３の４の規定を受けた特定同族株

式等に係る相続税の納税猶予の適用） 

旧70の３の３・70の３の４－２ 平成21年改正法附則第64条第６項に規定する特定受贈者

（以下旧70の３の３・70の３の４－４までにおいて「特定受贈者」という。）が、平成

20年12月31日以前に贈与により取得した同項に規定する特定同族株式等（以下旧70の３

の３・70の３の４－２において「特定同族株式等」という。）について・・・かつ、当

該特定受贈者に係る平成21年改正法附則第64条第７項に規定する特定同族株式等贈与

者（以下旧70の３の３・70の３の４－３までにおいて「特定同族株式等贈与者」という。）

が平成20年10月１日以後に死亡している場合において、・・・（平成21年改正令附則第

43条第５項の規定により選択したものに限る。以下旧70の３の３・70の３の４－２にお

いて「選択特定同族株式等」という。）については・・・ 

 (注) ・・・「被相続人が有する認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数」に

は、平成21年１月１日前に相続時精算課税に係る贈与をした上記の特定同族株式等

に係る議決権の数が含まれることに留意する。 



改   正   後 改   正   前 

 

（特定同族株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受ける場合

の同条第２項第１号ホの要件） 

旧70の３の３・70の３の４－５ 特定同族株式等について平成21年改正法附則第64条

第７項の規定により措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受ける場合の同

条第２項第１号ホの規定の適用については、69の５－23((特定受贈同族会社株式等

について措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受ける場合の同条第２項第

１号ホの要件))を準用する。 

 

（新設） 

（選択特定同族株式等に係る認定承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有

する場合の納税猶予分の相続税額の計算の基となる特例非上場株式等の価額） 

旧70の３の３・70の３の４－６ 特定同族株式等について平成21年改正法附則第64条

第７項の規定により措置法第70条の７の２第１項の規定の適用を受ける場合にお

いて、相続の開始の時に、特例非上場株式等に係る認定承継会社又は当該認定承継

会社の特別支配関係法人が会社法第２条第２号に規定する外国会社（当該認定承継

会社の特別関係会社に該当するものに限る。）又は措置法令第40条の８の２第12

項に定める医療法人の株式等を有するときにおける納税猶予分の相続税額の計算

の基となる当該特例非上場株式等である選択特定同族株式等の価額は、平成22年改

正措令附則第49条第３項((相続税及び贈与税の特例に関する経過措置))の規定に

より、特定受贈者が当該特定同族株式等の贈与を受けた時の価額であることに留意

する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成21年改正法附則第64条第７項の規定により特定同族株式等について相続税の

納税猶予の適用を受けている場合の取扱い） 

旧70の３の３・70の３の４－７ 平成21年改正法附則第64条第７項の規定により特定

同族株式等について相続税の納税猶予の適用を受けているもの（平成22年４月１日

前に特定同族株式等贈与者が死亡している場合に限る。）に係る平成22年改正措令

附則第55条第２項((租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令の一部改正に

伴う経過措置))の規定の適用については、平成22年６月17日付課資２－14ほか２課

共同「租税特別措置法（相続税法の特例関係）の取扱いについて」等の一部改正に

ついて」通達による改正前の「租税特別措置法（相続税法の特例関係）の取扱いに

ついて」通達の旧70の３の３・70の３の４－１((平成21年改正前措置法第70条の３

（新設） 



改   正   後 改   正   前 

の３又は第70条の３の４の取扱い))から旧70の３の３・70の３の４－４((平成22年

４月１日以後に特定同族株式等事前届出書が提出された場合))の取扱いの例による。 

 

〔措置法第70条の６の２((相続税の納税猶予を適用している場合の特定貸付けの特例))

関係〕 

 

〔措置法第70条の６の２((相続税の納税猶予を適用している場合の特定貸付けの特例))

関係〕 

 

（特定貸付けに係る権利設定に関する届出書） 

70の６の２―４ ・・・を行っている場合には、・・・ 

 

 

（特定貸付けに係る権利設定に関する届出書） 

70の６の２―４ ・・・を行っているいる場合には、・・・ 

 

 

 

〔措置法第70条の６の３((特定貸付けを行った農地又は採草放牧地についての相続税の

課税の特例))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の６の３((特定貸付けを行った農地又は採草放牧地についての相続税の

課税の特例))関係〕 

 

（措置法第70条の６の３第１項に規定する特定貸付けを行っていた農地又は採草放

牧地） 

70の６の３―２ ・・・ 

 (注) 措置法第70条の６の３第１項に規定する「特定貸付けを行っていた農地又は

採草放牧地」には、同項に規定する特定貸付者の死亡の日において、当該特定

貸付者により次に掲げる貸付けが行われていた農地又は採草放牧地が含まれ

ることに留意する。 

⑴  農地法等の一部を改正する法律（平成21年法律第57号）による改正前の農

業経営基盤強化促進法第４条第２項に規定する農地保有合理化事業のため

に都道府県農地保有合理化法人（同法第７条第１項の承認を受けた法人（同

法第５条第２項第４号ロの規定により農業経営基盤強化促進基本方針に定

められた者に限る。）をいう。）に対し行っていた貸付け（⑶に該当するも

のを除く。） 

⑵ 農地法等の一部を改正する法律（平成21年法律第57号）による改正前の農

業経営基盤強化促進法第４条第２項に規定する農地保有合理化事業のため

に旧市町村農地保有合理化法人（同法第７条第１項の承認を受けた法人（同

法第６条第３項の規定により農業経営基盤強化促進基本構想に定められた

（措置法第70条の６の３第１項に規定する特定貸付けを行っていた農地又は採草放

牧地） 

70の６の３―２ ・・・ 
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者に限る。）をいう。以下70の６の３－２において同じ。）に対し行ってい

た貸付けのうち、次のいずれかに該当するもの（⑶に該当するものを除く。） 

イ 旧市町村農地保有合理化法人が、農地法等の一部を改正する法律（平成

21年法律第57号）附則第12条第１項の規定によりなお従前の例によるもの

とされている旧農地売買等事業（同法による改正前の農業経営基盤強化促

進法第４条第２項第１号に規定する農地売買等事業をいう。）を実施して

いる場合における当該貸付け 

ロ 旧市町村農地保有合理化法人が、農業経営基盤強化促進法第11条の９第

１項の規定により農地利用集積円滑化事業規程（同項に規定する農地利用

集積円滑化事業規程をいう。）の承認を受けている場合における当該貸付

け 

⑶ 農地法等の一部を改正する法律（平成21年法律第57号）による改正前の農

業経営基盤強化促進法第20条に規定する農用地利用集積計画の定めるとこ

ろにより行われていた貸付け 

 

 

〔措置法第70条の７((非上場株式等についての贈与税の納税猶予))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の７((非上場株式等についての贈与税の納税猶予))関係〕 

 

（贈与税の納税猶予の対象となる非上場株式等の意義） 

70の７－１ ・・・は、議決権に制限のない株式等に限られていることから、・・・ 

 

（贈与税の納税猶予の対象となる非上場株式等の意義） 

70の７－１ ・・・は、議決権に制限のない株式又は出資（以下70の７の４－９まで

において「株式等」という。）に限られていることから、・・・ 

 

（特例受贈非上場株式等の意義等） 

70の７－２ ・・・する特例受贈非上場株式等（以下70の７の４－６の２までにおい

て「特例受贈非上場株式等」という。）とは、・・・ 

(注)１ ・・・ 

Ａは、・・・ 

Ｂは、同条第２項第３号に規定する経営承継受贈者（以下70の７の４－11

までにおいて「経営承継受贈者」という。）が当該贈与の直前に有していた

非上場株式等の数又は金額 

Ｃは、・・・ 

   ２ ・・・に係る非上場株式等を贈与により取得をした場合、異なる贈与者か

（特例受贈非上場株式等の意義等） 

70の７－２ ・・・する特例受贈非上場株式等（以下70の７の４－６までにおいて「特

例受贈非上場株式等」という。）とは、・・・ 

(注)１ ・・・ 

Ａは、・・・ 

Ｂは、同条第２項第３号に規定する経営承継受贈者（以下70の７の３－２

までにおいて「経営承継受贈者」という。）が当該贈与の直前に有していた

非上場株式等の数又は金額 

Ｃは、・・・ 

   ２ ・・・に係る非上場株式等を贈与により取得した場合、異なる贈与者から
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ら複数の認定贈与承継会社に係る非上場株式等を贈与により取得をした場

合及び同一の贈与者から複数の認定贈与承継会社に係る非上場株式等を贈

与により取得をした場合の特例対象贈与及び特例受贈非上場株式等に該当

するかどうかの判定は、・・・ 

  

複数の認定贈与承継会社に係る非上場株式等を贈与により取得した場合及

び同一の贈与者から複数の認定贈与承継会社に係る非上場株式等を贈与に

より取得した場合の特例対象贈与及び特例受贈非上場株式等に該当するか

の判定は、・・・ 

  

（特例対象贈与に係る贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） 

70の７－３ ・・・ 

⑴  ・・・ 

イ  ・・・ 

当該特例対象贈与により取得をした認定贈与承継会社の非上場株式等につ

いては、・・・ 

(注) ・・・受贈者が贈与者から相続又は遺贈により取得をしたものとみなさ

れることから、・・・ 

ロ ・・・ 

受贈者が、当該特例対象贈与により取得をした認定贈与承継会社の非上場株

式等について・・・ 

 

（特例対象贈与に係る贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） 

70の７－３ ・・・ 

⑴ ・・・ 

イ  ・・・ 

当該特例対象贈与により取得した認定贈与承継会社の非上場株式等につい

ては、・・・ 

(注) ・・・受贈者が贈与者から相続又は遺贈により取得したものとみなされ

ることから、・・・ 

ロ ・・・ 

受贈者が、当該特例対象贈与により取得した認定贈与承継会社の非上場株式

等について・・・ 

 

（贈与税の額に相当する担保） 

70の７－８ ・・・ 

なお、この場合の当該本税に係る猶予期間中の利子税の額は、同項の規定の適用

に係る贈与税の申告書の提出期限における贈与者の平均余命年数を・・・ 

(注) ・・・所得税法施行令別表((余命年数表))に定める年数によることに留意す

る（以下70の７の２―11において同じ。）。 

 

（贈与税の額に相当する担保） 

70の７－８ ・・・ 

なお、この場合の当該本税に係る猶予期間中の利子税の額は、当該年分の贈与税

の申告書の提出期限における贈与者の平均余命年数を・・・ 

(注) ・・・所得税法施行令別表((余命年数表))に定める年数によることに留意す

る（以下70の７の２―11までにおいて同じ。）。 

 

（特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70 の７－11 ・・・同項第８号に規定する資産保有型会社に該当するかどうかの判

定は、・・・同項第９号に規定する資産運用型会社に該当するかどうかの判定は、・・・ 

 ⑴ ・・・ 

Ａ＝当該いずれかの日における当該会社の総資産の貸借対照表に計上されて

いる帳簿価額の総額 

Ｂ＝当該いずれかの日における当該会社の特定資産（現金、預貯金その他の資

産であって措置法規則第 23 条の９第 14 項に規定するものをいう。以下 70

（特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70 の７－11 ・・・同項第８号に規定する資産保有型会社に該当するかの判定は、・・・

同項第９号に規定する資産運用型会社に該当するかの判定は、・・・ 

 ⑴ ・・・ 

Ａ＝当該いずれかの日における当該会社の資産の帳簿価額の総額 

Ｂ＝当該いずれかの日における当該会社の特定資産（現金、預貯金その他これ

らに類する資産として措置法規則第 23 条の９第 14 項に規定するものをい

う。以下 70 の７－11 において同じ。）の帳簿価額の合計額 
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の７－11 において同じ。）の貸借対照表に計上されている帳簿価額の合計額 

Ｃ＝当該いずれかの日以前５年以内において経営承継受贈者及び当該経営承

継受贈者と特別の関係がある者（措置法令第 40 条の８第 10 項に規定する者

をいう。）がその会社から受けた次のａ及びｂに掲げる額の合計額 

ａ ・・・ 

ｂ 当該会社から支給された給与（債務の免除による利益その他の経済的な利

益を含み、特例対象贈与の時前に支給されたものを除く。）の額のうち、・・・ 

(注) 措置法第70条の７第２項第８号に規定する資産保有型会社に該当するか

どうかの判定において、措置法令第40条の８第20項第２号に規定する法人

税法第34条又は第36条の規定により当該会社の各事業年度の所得の金額の

計算上損金の額に算入されないこととなる金額がある場合で、当該損金の

額に算入されないこととなる金額が、特例対象贈与の時前又は特例対象贈

与の時以後のいずれに属するものか区分することができないときは、当該

区分することができない金額を特例対象贈与の日の属する事業年度の開始

の日から特例対象贈与の日の前日までの日数と特例対象贈与の日から当該

事業年度の末日までの日数がそれぞれ当該事業年度の日数に占める割合に

よりあん分する。この場合において、あん分後の金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てて差し支えない。 

 ⑵ ・・・ 

 

Ｃ＝当該いずれかの日以前５年以内において経営承継受贈者及び当該経営承

継受贈者の同族関係者（措置法令第 40 条の８第９項に規定する者をいう。）

がその会社から受けた次のａ及びｂに掲げる額の合計額 

ａ ・・・ 

ｂ 当該会社から支給された給与（特例対象贈与の時前に支給されたものを除

く。）の額のうち、・・・ 

 ⑵ ・・・ 

 

 

（認定贈与承継会社から支給された給与等の意義） 

70の７－11の２ 措置法令第40条の８第20項第２号に規定する「給与（債務の免除に

よる利益その他の経済的な利益」とは、特例受贈非上場株式等に係る認定贈与承継

会社（以下70の７－11の２において「当該認定贈与承継会社」という。）から特例

受贈非上場株式等に係る経営承継受贈者及び当該経営承継受贈者と特別の関係が

ある者（措置法令第40条の８第10項に規定する者をいう。）（以下70の７－11の２

において「当該経営承継受贈者等」という。）に対し支給された給与（当該認定贈

与承継会社の使用人としての給与を含む。）及び当該経営承継受贈者等に対しもた

らされた経済的な利益（所得税法（昭和40年法律第33号）上経済的な利益として課

税されないものを除き、当該認定贈与承継会社が例えば次に掲げる行為をした場合

のように、その行為をしたことにより当該認定贈与承継会社から当該経営承継受贈

者等に対し実質的に給与が支給されたと同様の経済的効果がもたらされる利益を

（新設） 
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いう。）をいい、明らかに株主等の地位に基づいて取得したと認められるもの及び

香典又は災害等の見舞金など社交上の必要によるもので、その金額が社会的地位、

当該認定贈与承継会社と当該経営承継受贈者等との関係等に照らし社会通念上相

当と認められるものは除かれることに留意する。 

⑴ 当該経営承継受贈者等に対して有する債権の放棄をし又は免除をした場合（貸

倒れに該当する場合を除く。） 

⑵ 当該経営承継受贈者等に対して物品その他の資産の贈与をした場合 

⑶ 当該経営承継受贈者等に対して資産を低い価額で譲渡した場合 

⑷ 当該経営承継受贈者等から高い価額で資産を買い入れた場合 

⑸ 当該経営承継受贈者等から債務を無償で引き受けた場合 

⑹ 当該経営承継受贈者等に対してその居住の用に供する土地又は家屋を無償又

は低い価額で提供した場合 

⑺ 当該経営承継受贈者等に対して金銭を無償又は通常の利率よりも低い利率で

貸し付けた場合 

⑻ 当該経営承継受贈者等に対して無償又は低い対価で上記⑹及び⑺に掲げるも

の以外の用役の提供をした場合 

⑼ 当該経営承継受贈者等に対して機密費、接待費、交際費、旅費等の名義で支給

したもののうち、当該認定贈与承継会社の業務のために使用したことが明らかで

ないものがある場合 

⑽ 当該経営承継受贈者等のために個人的費用を負担した場合 

⑾ 当該経営承継受贈者等が社交団体等の会員となるため又は会員となっている

ために要する当該社交団体の入会金、経常会費その他当該社交団体の運営のため

に要する費用で当該経営承継受贈者等が負担すべきものを当該認定贈与承継会

社が負担した場合 

⑿ 当該認定贈与承継会社が当該経営承継受贈者等を被保険者及び保険受取人と

する生命保険契約を締結してその保険料の額の全部又は一部を負担した場合 

 

（経営承継受贈者を判定する場合等の議決権の数の意義） 

70の７－12 ・・・ 

(注)１ ・・・ 

２ ・・・並びに同条第10項の特別の関係がある者を判定する場合も上記に準

じて行うことに留意する。 

（経営承継受贈者を判定する場合等の議決権の数の意義） 

70の７－12 ・・・ 

(注)１ ・・・ 

２ ・・・並びに同条第９項の特別の関係がある者を判定する場合も上記に準

じて行うことに留意する。 
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（認定贈与承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納税猶予分

の贈与税額の計算の基となる特例受贈非上場株式等の価額） 

70の７－14 特例受贈非上場株式等について措置法第70条の７第１項の規定の適用

を受ける場合において、贈与の時に、特例受贈非上場株式等に係る認定贈与承継会

社又は当該認定贈与承継会社の特別関係会社（措置法令第40条の８第６項の特別の

関係がある会社をいう。以下70の７－14の２までにおいて同じ。）であって当該認

定贈与承継会社との間に支配関係がある法人（以下70の７－14の２までにおいて

「特別支配関係法人」という。）が会社法第２条第２号に規定する外国会社（当該

認定贈与承継会社の特別関係会社に該当するものに限る。以下70の７－14において

同じ。）又は措置法令第40条の８第11項に定める医療法人（以下70の７－14の２ま

でにおいて「外国会社等」という。）の株式等を有するときにおける措置法第70

条の７第２項第５号に規定する納税猶予分の贈与税額（以下70の７の３－１までに

おいて「納税猶予分の贈与税額」という。）の計算の基となる当該特例受贈非上場

株式等の価額は、当該認定贈与承継会社又は当該認定贈与承継会社の特別支配関係

法人の株式等の価額の計算において適用する評価基本通達の定めを基礎とし、次に

掲げる場合の区分により計算した価額となることに留意する。 

  この場合において、「当該外国会社等の株式等を有していなかったものとして計

算した」価額とは、当該特例受贈非上場株式等の価額を評価基本通達の定めにより

計算した価額を基礎とし、当該認定贈与承継会社又は当該認定贈与承継会社の特別

支配関係法人が有していなかったものとされる外国会社等の株式等の価額及び当

該外国会社から受けた配当金に相当する金額を除外したところで計算した場合の

当該株式等の価額とする。 

⑴ 当該認定贈与承継会社が外国会社等の株式等を有する場合 

当該認定贈与承継会社が当該外国会社等の株式等を有していなかったものと

して計算した価額 

(注) 上記価額の計算に当たっては、当該外国会社等との間に支配関係がある他

の外国会社等の株式等について考慮する必要がないことに留意する。 

⑵ 当該認定贈与承継会社の特別支配関係法人が外国会社等の株式等を有する場

合（当該特別支配関係法人が上記⑴の認定贈与承継会社が有する株式等に係る外

国会社等である場合を除く。） 

当該特別支配関係法人が当該外国会社等の株式等を有していなかったものと

（新設） 
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して計算した当該特別支配関係法人の株式等の価額を基に当該認定贈与承継会

社の株式等の価額を計算して得た価額 

(注) 上記価額の計算に当たっては、当該外国会社等との間に支配関係がある他

の外国会社等の株式等について考慮する必要がないことに留意する。 

 

（特例受贈非上場株式等に係る贈与者又は認定贈与承継会社が２以上ある場合の納

税猶予分の贈与税額の計算） 

70の７－14の２ ・・・が２以上ある場合における納税猶予分の贈与税額の計算

は、・・・ 

１ ・・・において特例対象贈与により取得をしたすべての認定贈与承継会社の・・・

同号により計算する（措置法令第40条の８第12項の規定による100円未満の端数

処理は行わない。）。 

(注) 贈与の時において、特例受贈非上場株式等に係る認定贈与承継会社又は当

該認定贈与承継会社の特別支配関係法人が外国会社等の株式等を有する場

合の納税猶予分の贈与税額の計算の基となる当該特例受贈非上場株式等の

価額については、70の７－14((認定贈与承継会社等が外国会社又は医療法人

の株式等を有する場合の納税猶予分の贈与税額の計算の基となる特例受贈

非上場株式等の価額))の取扱いによることに留意する。 

２ 措置法令第40条の８第14項の規定により、・・・ 

３ ・・・それぞれの納税猶予分の贈与税額の合計額が当該経営承継受贈者に係

る・・・ 

 

（特例受贈非上場株式等に係る贈与者又は認定贈与承継会社が２以上ある場合の納

税猶予分の贈与税額の計算） 

70の７－14 ・・・が２以上ある場合における措置法第70条の７第２項第５号に規定

する納税猶予分の贈与税額の計算は、・・・ 

１ ・・・において特例対象贈与により取得したすべての認定贈与承継会社の・・・

同号により計算する（措置法令第40条の８第10項の規定による100円未満の端数

処理は行わない。）。 

２ 措置法令第40条の８第12項の規定により、・・・ 

３ ・・・それぞれの納税猶予分の贈与税額の合計が当該経営承継受贈者に係る・・・ 

 

（相続時精算課税適用者等に係る贈与税の納税猶予） 

70の７－15 ・・・特定贈与者から特例対象贈与により取得をした認定贈与承継会社

の特例受贈非上場株式等について・・・ 

  ・・・に係る特定贈与者から贈与により取得をした特例受贈非上場株式等以外の

財産に係る・・・ 

 

（相続時精算課税適用者等に係る贈与税の納税猶予） 

70の７－15 ・・・特定贈与者から特例対象贈与により取得した認定贈与承継会社の

特例受贈非上場株式等について・・・ 

  ・・・に係る特定贈与者から贈与により取得した特例受贈非上場株式等以外の財

産に係る・・・ 

 

（特例受贈非上場株式等の譲渡等の判定） 

70の７－17 ・・・があったかどうかの判定は、措置法令第40条の８第42項及び第43

項の規定により行うことに留意する。 

 

（特例受贈非上場株式等の譲渡等の判定） 

70の７－17 ・・・があったかどうかの判定は、措置法令第40条の８第41項及び第42

項の規定により行うことに留意する。 
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（譲渡等をした日の意義） 

70の７－18 ・・・ 

⑴ ・・・（会社法第117条第６項((株式の価格の決定等))に規定する株券発行会

社をいう。・・・ 

⑵  ・・・ 

 

 

（譲渡等をした日の意義） 

70の７－18 ・・・ 

⑴ ・・・（会社法（平成17年法律第86号）第117条第６項((株式の価格の 決定等))

に規定する株券発行会社をいう。・・・ 

⑵  ・・・ 

 

 

（確定事由となる資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７－20 ・・・ 

この場合において、70の７－11中「特例対象贈与の日の属する事業年度の直前の

事業年度の開始の日」とあるのは「贈与税の申告期限の翌日」と、・・・「第40

条の８第５項」とあるのは「第40条の８第23項」となることに留意する。 

 

（確定事由となる資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７－20 ・・・ 

この場合において、「特例対象贈与の日の属する事業年度の直前の事業年度の開

始の日」とあるのは「贈与税の申告期限の翌日」と、・・・「第40条の８第５項」

とあるのは「第40条の８第21項」となることに留意する。 

 

（認定贈与承継会社から受けた給与等の意義） 

70の７－26の２ 措置法令第40条の８第24項第５号に規定する「給与（債務の免除に

よる利益その他の経済的な利益を含む。)」の意義については、70の７－11の２((認

定贈与承継会社から支給された給与等の意義))を準用する。 

この場合において、70の７－11の２中「措置法令第40条の８第20項第２号」とあ

るのは「措置法令第40条の８第24項第５号」と、「経営承継受贈者及び当該経営承

継受贈者と特別の関係がある者（措置法令第40条の８第10項に規定する者をいう。）

（以下70の７－11の２において「当該経営承継受贈者等」という。）」とあるのは

「贈与者（当該認定贈与承継会社の役員（代表権を有する者を除く。）である場合

に限る。）（以下70の７－26の２において「当該贈与者」という。）」と読み替え

て適用することに留意する。 

 

（新設） 

（組織変更をした場合等の意義） 

70の７－28 ・・・会社法第２条第26号に規定する・・・ 

 

 

（組織変更をした場合等の意義） 

70の７－28 ・・・会社法第２条第26号((定義))に規定する・・・ 

 

（納税猶予税額の一部について納税猶予の期限が確定する場合の贈与税の額の計算） 

70の７－29 ・・・ 

⑴  ・・・ 

（納税猶予税額の一部について納税猶予の期限が確定する場合の贈与税の額の計算） 

70の７－29 ・・・ 

⑴  ・・・ 
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   (注)１ ・・・措置法規則第23条の９第18項第５号又は同条第19項第５号の要

件の判定に当たっては、・・・同条第18項第５号又は同条第19項第５号

の交付しなければならない株式に・・・ 

 

(注)１ ・・・措置法規則第23条の９第18項第５号又は第19項第５号の要件の

判定に当たっては、・・・同条第18項第５号又は第19項第５号の交付しな

ければならない株式に・・・ 

 

（みなす充足に該当しないこととなる事由） 

70 の７－30 措置法令第 40 条の８第 31 項第１号の「担保の全部又は一部につき変

更があった場合」とは、・・・ 

 ⑴  ・・・ 

 ⑵  ・・・ 

 ⑶  ・・・ 

 ⑷  ・・・ 

 ⑸  ・・・ 

 ⑹ 担保として提供された特例受贈非上場株式等に係る認定贈与承継会社の名称

変更があったこと・・・ 

 

（みなす充足に該当しないこととなる事由） 

70 の７－30 措置法令第 40 条の８第 30 項第１号の「担保の全部又は一部につき変

更があった場合」とは、・・・ 

 ⑴  ・・・ 

 ⑵  ・・・ 

 ⑶  ・・・ 

 ⑷  ・・・ 

 ⑸  ・・・ 

 ⑹ 担保として提供された特例受贈非上場株式等の名称変更があったこと・・・ 

 

（担保財産の変更等が行われた場合のみなす充足） 

70の７－31 ・・・ 

・・・特例受贈非上場株式等について措置法令第40条の８第32項に規定する特定

事由が生じた・・・ 

 

（担保財産の変更等が行われた場合のみなす充足） 

70の７－31 ・・・ 

・・・特例受贈非上場株式等について措置法令第40条の８第31項に規定する特定

事由が生じた・・・ 

 

（譲渡制限株式の担保の取扱い） 

70 の７－32 ・・・措置法第 70 条の７第７項の規定により、納税猶予分の贈与税額

に相当する担保が提供されたものとみなすことに留意する。  

 

（譲渡制限株式の担保の取扱い） 

70 の７－32 ・・・措置法第 70 条の７第７項の規定により、当該納税猶予分の贈与

税額に相当する担保が提供されたものとみなすことに留意する。  

 

（特定事由） 

70 の７－33 措置法令第 40 条の８第 32 項に規定する「特定事由」とは、・・・ 

 

（特定事由） 

70 の７－33 措置法令第 40 条の８第 31 項に規定する「特定事由」とは、・・・ 

 

（既に非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例等の適用を受けている他の

者がいる場合等） 

70の７－34 ・・・ 

 (注)１ 措置法第70条の７第１項の規定の適用を受けようとする者が、当該認定贈

与承継会社の非上場株式等について上記(1)から(3)までのいずれかの規定

（既に非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例等の適用を受けている他の

者がいる場合等） 

70の７－34 ・・・ 

 (注)１ 措置法第70条の７第１項の規定の適用を受けようとする者が当該認定贈

与承継会社に係る株式等について上記(1)から(3)までのいずれかの規定の
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の適用を受けている場合又は同法第70条の７の２第16項第２号の規定の適

用に係る贈与により当該認定贈与承継会社の非上場株式等の取得をした者

である場合には、同法第70条の７第１項の規定の適用を受けることができる

ことに留意する。 

２ ・・・ 

 

適用を受けている場合には、同項の規定の適用を受けることができることに

留意する。 

２ ・・・ 

 

（増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ） 

70の７－36 ・・・増担保命令等に応じないため（措置法令第40条の８第32項第２号

の規定により増担保命令等に応じなかったものとみなす場合を含む。）納税猶予の

期限を繰り上げる場合には、担保不足に対応する納税猶予に係る税額だけでな

く、・・・ 

 

（増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ） 

70の７－36 ・・・増担保命令等に応じないため（措置法令第40条の８第31項第２号

の規定により増担保命令等に応じなかったものとみなす場合を含む。）納税の猶予

に係る期限を繰り上げる場合には、当該担保不足に対応する納税猶予税額だけでな

く、・・・ 

 

（持分会社の出資の持分等を担保提供できる場合） 

70 の７－37 ・・・担保として提供するとき又は措置法令第 40 条の８第 32 項の規

定により特例受贈非上場株式等を再び担保として提供する場合に・・・ 

 

（持分会社の出資の持分等を担保提供できる場合） 

70 の７－37 ・・・担保として提供するとき又は措置法令第 40 条の８第 31 項の規

定により特例受贈非上場株式等を再び担保として提供する場合に・・・ 

 

（免除申請があった場合の延滞税の計算） 

70の７－41 措置法令第40条の８第38項の規定は、措置法第70条の７第17項の規定に

よる免除申請書が提出された場合で、納期限又は当該免除申請書の提出があった日

のいずれか遅い日の翌日から同条第18項の規定による免除通知書を発した日まで

の間に猶予中贈与税額から同条第17項に規定する免除申請贈与税額（以下70の７－

43までにおいて｢免除申請贈与税額｣という。）を控除した残額に相当する贈与税を

納付するときに、それと併せて納付すべき延滞税の額の計算に関する取扱いである

ことに留意する。したがって、当該免除通知書を発した日後においては、猶予中贈

与税額から同条第18項の規定により免除をする税額を控除した残額に相当する贈

与税を基礎金額として、・・・ 

(注) 免除申請贈与税額と免除をする税額が異なる場合には、措置法令第40条の８

第38項の規定により計算した延滞税の額と・・・ 

 

（免除申請があった場合の延滞税の計算） 

70の７－41 措置法令第40条の８第37項の規定は、措置法第70条の７第17項の規定に

よる免除申請書が提出された場合で、納期限又は免除申請書の提出があった日のい

ずれか遅い日の翌日から免除通知を発した日までの間に猶予中贈与税額から同条

第17項に規定する免除申請贈与税額（以下70の７－43までにおいて｢免除申請贈与

税額｣という。）を控除した額に相当する贈与税を納付するときに、それと併せて納

付すべき延滞税の額の計算に関する取扱いであることに留意する。したがって、免

除通知書を発した日後においては、猶予中贈与税額から同条第18項の規定により免

除をする税額を控除した額に相当する贈与税を基礎金額として、・・・ 

(注) 免除申請贈与税額と免除をする税額が異なる場合には、措置法令第40条の８

第37項の規定により計算した延滞税の額と・・・ 

 

（免除申請があった場合の利子税の計算） 

70の７－42 措置法令第40条の８第39項の規定は、措置法第70条の７第17項の規定に

よる免除申請書が提出された場合で、当該免除申請書の提出があった日から同条第

（免除申請があった場合の利子税の計算） 

70の７－42 措置法令第40条の８第38項の規定は、措置法第70条の７第17項の規定に

よる免除申請書が提出された場合で、免除申請書の提出があった日から免除通知を
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18項の規定による免除通知書を発した日までの間に猶予中贈与税額から免除申請

贈与税額を控除した残額に相当する贈与税を納付するときに、それと併せて納付す

べき利子税の額の計算に関する取扱いであることに留意する。したがって、当該免

除通知書を発した日後においては、猶予中贈与税額から同条第18項の規定により免

除をする税額を控除した残額に相当する贈与税を基礎金額として、・・・ 

(注) 免除申請贈与税額と免除をする税額が異なる場合には、措置法令第40条の８

第39項の規定により計算した利子税の額と・・・ 

 

発した日までの間に猶予中贈与税額から免除申請贈与税額を控除した額に相当す

る贈与税を納付するときに、それと併せて納付すべき利子税の額の計算に関する取

扱いであることに留意する。したがって、免除通知書を発した日後においては、猶

予中贈与税額から同条第18項の規定により免除をする税額を控除した額に相当す

る贈与税を基礎金額として、・・・ 

(注) 免除申請贈与税額と免除をする税額が異なる場合には、措置法令第40条の８

第38項の規定により計算した利子税の額と・・・ 

 

（免除申請に伴い担保解除を行う場合に納付すべき贈与税額） 

70の７－43 措置法令第40条の８第40項に規定する「同項各号の猶予中贈与税額から

同項に規定する免除申請贈与税額を控除した残額に相当する贈与税額」とは、措置

法第70条の７第17項各号の猶予中贈与税額から免除申請贈与税額を控除した残額

に相当する贈与税の額と、措置法令第40条の８第39項の規定により計算した当該贈

与税の額に係る・・・ 

 

（免除申請に伴い担保解除を行う場合に納付すべき贈与税額） 

70の７－43 措置法令第40条の８第39項に規定する「同項各号の猶予中贈与税額から

同項に規定する免除申請贈与税額を控除した額に相当する贈与税」とは、措置法第

70条の７第17項各号の猶予中贈与税額から免除申請贈与税額を控除した額に相当

する贈与税の額と、措置法令第40条の８第38項の規定により計算した当該贈与税の

額に係・・・ 

 

（措置法第70条の７第24項各号の価額の意義） 

70の７－45 ・・・ 

 (注) 特例対象贈与があった時に措置法第70条の７第24項に規定する現物出資等

資産（以下70の７－45において「現物出資等資産」という。）を認定贈与承継

会社が有していない場合でも、・・・ 

 

（措置法第70条の７第24項各号の価額の意義） 

70の７－45 ・・・ 

 (注) 特例対象贈与時に現物出資等資産を認定贈与承継会社が有していない場合

でも、・・・ 

 

 

〔措置法第70条の７の２((非上場株式等についての相続税の納税猶予))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の７の２((非上場株式等についての相続税の納税猶予))関係〕 

 

（特例非上場株式等の意義） 

70の７の２－２ 特例非上場株式等とは、・・・ 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・ 

(注)１ ・・・ 

       Ａは、経営承継相続人等が当該相続又は遺贈により取得をした認定承継

会社の非上場株式等・・・ 

Ｂは、・・・ 

（特例非上場株式等の意義） 

70の７の２－２ 措置法第70条の７の２第１項に規定する特例非上場株式等（以下70

の７の２－48までにおいて「特例非上場株式等」という。）とは、・・・ 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・ 

(注)１ ・・・ 

       Ａは、措置法第70条の７の２第２項第３号に規定する経営承継相続人等

（以下70の７の２－43までにおいて「経営承継相続人等」という。）が当
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Ｃは、・・・ 

    ２ ・・・又は遺贈により取得をした場合の特例非上場株式等に該当するか

どうかの判定は、・・・ 

 

該相続又は遺贈により取得した同項第１号に規定する認定承継会社（以下

70の７の２－48までにおいて「認定承継会社」という。）の非上場株式

等・・・ 

       Ｂは、・・・ 

Ｃは、・・・ 

     ２ ・・・又は遺贈により取得した場合の特例非上場株式等に該当するか

の判定は、・・・ 

 

（相続税の納税猶予の対象とならない非上場株式等） 

70の７の２－３ ・・・ 

⑴ ・・・（措置法令第40条の８の２第２項の規定により相続又は遺贈により取得

をしたものとみなされるものを除く。） 

⑵ ・・・により相続又は遺贈により取得をしたものとみなされるものを除く。） 

⑶ ・・・から相続又は遺贈により取得をしたものとみなされる・・・ 

(注) ・・・により相続又は遺贈により取得をしたものとみなされる・・・ 

 

（相続税の納税猶予の対象とならない非上場株式等） 

70の７の２－３ ・・・ 

⑴ ・・・（措置法令第40条の８の２第２項の規定により相続又は遺贈により取得

したものとみなされるものを除く。） 

⑵ ・・・により相続又は遺贈により取得したものとみなされるものを除く。） 

⑶ ・・・から相続又は遺贈により取得したものとみなされる・・・ 

(注) ・・・により相続又は遺贈により取得したものとみなされる・・・ 

 

（代償分割により取得をした非上場株式等についての相続税の納税猶予の不適用） 

70の７の２－４ （省略） 

（代償分割により取得した非上場株式等についての相続税の納税猶予の不適用） 

70の７の２－４ （同左） 

 

（特例対象贈与に係る贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） 

70の７の２－５ 特例対象贈与により取得をした認定承継会社の非上場株式等の受

贈者が、・・・できない場合であっても、当該特例対象贈与により取得をした認定

承継会社の非上場株式等は・・・当該受贈者が当該贈与者から相続又は遺贈により

取得をしたものとみなされることから、・・・ 

 

（特例対象贈与に係る贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） 

70の７の２－５ 特例対象贈与により取得した認定承継会社の非上場株式等の受贈

者が、・・・できない場合であっても、当該特例対象贈与により取得した認定承継

会社の非上場株式等は・・・当該受贈者が当該贈与者から相続又は遺贈により取得

したものとみなされることから、・・・ 

 

（第２次経営承継相続人がある場合の第１次経営承継相続人に係る相続税の納税猶

予の適用要件） 

70の７の２－６ ・・・ 

⑴  当該第１次経営承継相続人等が被相続人の相続の開始の日の翌日から５月を

経過する日前に死亡した場合には、・・・ 

  

 

（第２次経営承継相続人がある場合の第１次経営承継相続人に係る相続税の納税猶

予の適用要件） 

70の７の２－６ ・・・ 

⑴  当該第１次経営承継相続人等が被相続人の相続の開始の日から５月を経過   

する日前に死亡した場合には、・・・ 

 



改   正   後 改   正   前 

（相続税の額に相当する担保） 

70の７の２－11 ・・・ 

・・・この場合の当該本税に係る猶予期間中の利子税の額は、同項の規定の適用

に係る相続税の申告書の提出期限における・・・ 

 

 

（相続税の額に相当する担保） 

70の７の２－11 ・・・ 

・・・この場合の当該本税に係る猶予期間中の利子税の額は、当該相続に係る相

続税の申告書の提出期限における・・・ 

 

（特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70 の７の２－14 ・・・同項第８号に規定する資産保有型会社に該当するかどうか

の判定は、・・・同項第９号に規定する資産運用型会社に該当するかどうかの判定

は、・・・ 

 ⑴ ・・・ 

Ａ＝当該いずれかの日における当該会社の総資産の貸借対照表に計上されて

いる帳簿価額の総額 

Ｂ＝当該いずれかの日における当該会社の特定資産（現金、預貯金その他の資

産であって措置法規則第 23 条の 10 第 13 項において準用する措置法規則第

23 条の９第 14 項に規定するものをいう。以下 70 の７の２－14 において同

じ。）の貸借対照表に計上されている帳簿価額の合計額 

Ｃ＝・・・経営承継相続人等及び当該経営承継相続人等と特別の関係がある者

（措置法令第 40 条の８の２第 11 項に規定する者をいう。）が・・・ 

ａ ・・・の配当（相続の開始前に受けたものを除く。）の額 

ｂ 当該会社から支給された給与（債務の免除による利益その他の経済的な利

益を含み、相続の開始前に支給されたものを除く。）の額のうち、・・・ 

(注) 措置法第70条の７の２第２項第８号に規定する資産保有型会社に該当す

るかどうかの判定において、措置法令第40条の８の２第25項第２号に規定

する法人税法第34条又は第36条の規定により当該会社の各事業年度の所得

の金額の計算上損金の額に算入されないこととなる金額がある場合で、当

該損金の額に算入されないこととなる金額が、相続の開始前又は相続の開

始以後のいずれに属するものか区分することができないときは、当該区分

することができない金額を相続の開始の日の属する事業年度の開始の日か

ら相続の開始の日の前日までの日数と相続の開始の日から当該事業年度の

末日までの日数がそれぞれ当該事業年度の日数に占める割合によりあん分

する。この場合において、あん分後の金額に１円未満の端数があるときは、

（特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70 の７の２－14 ・・・同項第８号に規定する資産保有型会社に該当するかの判定

は、・・・同項第９号に規定する資産運用型会社に該当するかの判定は、・・・ 

 ⑴ ・・・ 

Ａ＝当該いずれかの日における当該会社の資産の帳簿価額の総額 

Ｂ＝当該いずれかの日における当該会社の特定資産（現金、預貯金その他これ

らに類する資産として措置法規則第 23 条の 10 第 13 項((非上場株式等につ

いての相続税の納税猶予))の規定により準用する措置法規則第 23 条の９第

14 項に規定するものをいう。以下同じ。）の帳簿価額の合計額 

Ｃ＝・・・経営承継相続人等及び当該経営承継相続人等の同族関係者（措置法

令第 40 条の８の２第 11 項に規定する者をいう。）が・・・ 

ａ ・・・（相続の開始の時前に受けたものを除く。）の額 

ｂ 当該会社から支給された給与（相続の開始の時前に支給されたものを除

く。）の額のうち、・・・ 

 ⑵ ・・・ 

 

 

 

 

 



改   正   後 改   正   前 

その端数金額を切り捨てて差し支えない。 

 ⑵ ・・・ 

 

（認定承継会社から支給された給与等の意義） 

70の７の２－14の２ 措置法令第40条の８の２第25項第２号に規定する「給与（債務

の免除による利益その他の経済的な利益」の意義については、70の７－11の２((認

定贈与承継会社から支給された給与等の意義))を準用する。 

  この場合において、70の７－11の２中「措置法令第40条の８第20項第２号」とあ

るのは「措置法令第40条の８の２第25項第２号」と、「特例受贈非上場株式等」と

あるのは「特例非上場株式等」と、「認定贈与承継会社」とあるのは「認定承継会

社」と、「経営承継受贈者及び当該経営承継受贈者と特別の関係がある者（措置法

令第40条の８第10項に規定する者をいう。）（以下70の７－11の２において「当該経

営承継受贈者等」という。）」とあるのは「経営承継相続人等及び当該経営承継相続

人等と特別の関係がある者（措置法令第40条の８の２第11項に規定する者をいう。）

（以下70の７の２－14の２において「当該経営承継相続人等その他特別の関係があ

る者」という。）」となることに留意する。 

 

（新設） 

（認定承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納税猶予分の相

続税額の計算の基となる特例非上場株式等の価額） 

70の７の２－16 特例非上場株式等について措置法第70条の７の２第１項の規定の

適用を受ける場合において、相続の開始の時に、特例非上場株式等に係る認定承継

会社又は当該認定承継会社の特別支配関係法人が会社法第２条第２号に規定する

外国会社（当該認定承継会社の特別関係会社に該当するものに限る。以下70の７の

２－16において同じ。）又は措置法令第40条の８の２第12項に定める医療法人（以

下70の７の２－16の２までにおいて「外国会社等」という。）の株式等を有すると

きにおける納税猶予分の相続税額の計算の基となる当該特例非上場株式等の価額

は、当該認定承継会社又は当該認定承継会社の特別支配関係法人の株式等の価額の

計算において適用する評価基本通達の定めを基礎とし、次に掲げる場合の区分によ

り計算した価額となることに留意する。 

  この場合において、「当該外国会社等の株式等を有していなかったものとして計

算した」価額とは、当該特例非上場株式等の価額を評価基本通達の定めにより計算

した価額を基礎とし、当該認定承継会社又は当該認定承継会社の特別支配関係法人

（新設） 

 



改   正   後 改   正   前 

が有していなかったものとされる外国会社等の株式等の価額及び当該外国会社か

ら受けた配当金に相当する金額を除外したところで計算した場合の当該株式等の

価額とする。 

⑴ 当該認定承継会社が外国会社等の株式等を有する場合 

当該認定承継会社が当該外国会社等の株式等を有していなかったものとして

計算した価額 

(注) 上記価額の計算に当たっては、当該外国会社等との間に支配関係がある他

の外国会社等の株式等について考慮する必要がないことに留意する。 

⑵ 当該認定承継会社の特別支配関係法人が外国会社等の株式等を有する場合（当

該特別支配関係法人が上記⑴の認定承継会社が有する株式等に係る外国会社等

である場合を除く。） 

当該特別支配関係法人が当該外国会社等の株式等を有していなかったものと

して計算した当該特別支配関係法人の株式等の価額を基に当該認定承継会社の

株式等の価額を計算して得た価額 

(注) 上記価額の計算に当たっては、当該外国会社等との間に支配関係がある

他の外国会社等の株式等について考慮する必要がないことに留意する。 

 

（特例非上場株式等に係る認定承継会社が２以上ある場合の納税猶予分の相続税額

の計算） 

70の７の２－16の２ 特例非上場株式等に係る認定承継会社が２以上ある場合にお

ける納税猶予分の相続税額の計算は、・・・ 

１ ・・・の適用に係る相続又は遺贈により取得をしたすべての認定承継会社の・・・

（措置法令第40条の８の２第15項の規定による100円未満の端数処理は行わな

い。）。 

(注) 相続の開始の時において、特例非上場株式等に係る認定承継会社又は当該

認定承継会社の特別支配関係法人が外国会社等の株式等を有する場合の納

税猶予分の相続税額の計算の基となる当該特例非上場株式等の価額につい

ては、70の７の２－16((認定承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を

有する場合の納税猶予分の相続税額の計算の基となる特例非上場株式等の

価額))の取扱いによることに留意する。 

２ 措置法令第40条の８の２第17項の規定により、・・・ 

３ ・・・それぞれの納税猶予分の相続税額の合計額が、・・・ 

（特例非上場株式等に係る認定承継会社が２以上ある場合の納税猶予分の相続税額

の計算） 

70の７の２－16 特例非上場株式等に係る認定承継会社が２以上ある場合における

措置法第70条の７の２第２項第５号に規定する納税猶予分の相続税額の計算

は、・・・ 

１ ・・・の適用に係る相続又は遺贈により取得したすべての認定承継会社の・・・

（措置法令第40条の８の２第14項の規定による100円未満の端数処理は行わな

い。）。 

２ 措置法令第40条の８の２第16項の規定により、・・・ 

３ ・・・それぞれの納税猶予分の相続税額の合計が、・・・ 

 



改   正   後 改   正   前 

 

（確定事由となる資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７の２－21 ・・・ 

この場合において、70の７の２－14中「相続の開始の日の属する事業年度の直前

の事業年度の開始の日」とあるのは・・・「第40条の８の２第７項」とあるのは「第

40条の８の２第29項」となることに留意する。 

 

（確定事由となる資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７の２－21 ・・・ 

この場合において、「相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始

の日」とあるのは・・・「第40条の８の２第７項」とあるのは「第40条の８の２第

28項」となることに留意する。 

 

（納税猶予税額の一部について納税猶予の期限が確定する場合の相続税の額の計算） 

70の７の２－30 ・・・ 

⑴ ・・・ 

(注)１ ・・・当該交付された金銭等は同条第18項第５号又は同条第19項第５号

の交付しなければならない株式に・・・ 

 

（納税猶予税額の一部について納税猶予の期限が確定する場合の相続税の額の計算） 

70の７の２－30 ・・・ 

⑴ ・・・ 

(注)１ ・・・当該交付された金銭等は同条第18項第５号又は第19項第５号の交

付しなければならない株式に・・・ 

 

（みなす充足に該当しないこととなる事由） 

70 の７の２－31 ・・・ 

 ⑴ ・・・ 

 ⑵ ・・・ 

 ⑶  ・・・ 

 ⑷ ・・・ 

 ⑸ ・・・ 

 ⑹ 担保として提供された特例非上場株式等に係る認定承継会社の名称変更があ

ったこと・・・ 

 

（みなす充足に該当しないこととなる事由） 

70 の７の２－31 ・・・ 

 ⑴ ・・・ 

 ⑵ ・・・ 

 ⑶ ・・・ 

 ⑷ ・・・ 

 ⑸ ・・・ 

 ⑹ 担保として提供された特例非上場株式等の名称変更があったこと・・・ 

 

（譲渡制限株式の担保の取扱い） 

70 の７の２－33 ・・・措置法第 70 条の７の２第６項の規定により、納税猶予分の

相続税額に相当する担保が・・・ 

 

（譲渡制限株式の担保の取扱い） 

70 の７の２－33 ・・・措置法第 70 条の７の２第６項の規定により、当該納税猶予

分の相続税額に相当する担保が・・・ 

 

（既に非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例等の適用を受けている他の

者がいる場合等） 

70の７の２－35 ・・・ 

  (注)１ ・・・当該認定承継会社の非上場株式等について上記⑴から⑶までのい

ずれかの規定の・・・ 

（既に非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例等の適用を受けている他の

者がいる場合等） 

70の７の２－35 ・・・ 

  (注)１ ・・・当該認定承継会社に係る株式等について上記⑴から⑶までのいず

れかの規定の・・・ 



改   正   後 改   正   前 

      

（増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ） 

70の７の２－37 ・・・増担保命令等に応じなかったものとみなす場合を含む。）納

税猶予の期限を繰り上げる場合には、担保不足に対応する納税猶予に係る税額だけ

でなく、・・・ 

 

（増担保命令等に応じない場合の納税猶予の期限の繰上げ） 

70の７の２－37 ・・・増担保命令等に応じなかったものとみなす場合を含む。）納

税の猶予に係る期限を繰り上げる場合には、当該担保不足に対応する納税猶予税額

だけでなく、・・・ 

 

（延納申請を行う場合の不動産等の割合の計算における端数処理） 

70 の７の２－39 ・・・認定承継会社ごとの特例非上場株式等の価額（当該特例非

上場株式等に係る認定承継会社又は当該認定承継会社の特別関係会社（措置法令第

40 条の８の２第８項の特別の関係がある会社をいう。）であって当該認定承継会社

との間に支配関係（措置法令第 40 条の８第７項に規定する関係をいう。）がある法

人（以下「認定承継会社等」という。）が会社法第２条第２号に規定する外国会社

（当該認定承継会社の特別関係会社に該当するものに限る。）又は措置法令第 40 条

の８の２第 12 項に定める医療法人の株式等を有する場合には、当該認定承継会社

等が当該株式等を有していなかったものとして計算した価額）に 100 分の 20 を乗

じた価額に１円未満の端数が生じた場合は、・・・ 

 

（延納申請を行う場合の不動産等の割合の計算における端数処理） 

70 の７の２－39・・・認定承継会社ごとの特例非上場株式等の価額に 100 分の 20 を

乗じた価額に１円未満の端数が生じた場合は、・・・ 

 

（措置法第70条の７第１項の適用に係る贈与をした場合の免除税額等） 

70の７の２－41 ・・・ 

(注)１ ・・・経営承継相続人等から特例非上場株式等を贈与により取得をした受

贈者が、・・・当該特例非上場株式等に係る会社の非上場株式等を贈与によ

り取得をした場合には、・・・ 

２ 経営承継相続人等から贈与により取得をした当該特例非上場株式等につ

いて、・・・ 

 

（措置法第70条の７第１項の適用に係る贈与をした場合の免除税額等） 

70の７の２－41 ・・・ 

(注)１ ・・・経営承継相続人等から特例非上場株式等を贈与により取得した受贈

者が、・・・当該特例非上場株式等に係る会社と同一の会社の非上場株式等

を贈与により取得した場合には、 

２ 経営承継相続人等から贈与により取得した当該特例非上場株式等につい

て、・・・ 

     

（免除申請があった場合の延滞税の計算） 

70の７の２－45 ・・・が提出された場合で、納期限又は当該免除申請書の提出があ

った日のいずれか遅い日の翌日から同条第18項の規定による免除通知書を発した

日までの間に・・・ (以下70の７の２－47までにおいて｢免除申請相続税額｣という。)

を控除した残額に相当する相続税を納付するときに、・・・したがって、当該免除

通知書を発した日後においては、・・・の規定により免除をする税額を控除した残

額に相当する相続税を基礎金額として、・・・ 

（免除申請があった場合の延滞税の計算） 

70の７の２－45 ・・・が提出された場合で、納期限又は免除申請書の提出があった

日のいずれか遅い日の翌日から免除通知を発した日までの間に・・・ (以下70の７

の２－47までにおいて｢免除申請相続税額｣という。)を控除した額に相当する相続

税を納付するときに、・・・したがって、免除通知書を発した日後においては、・・・

の規定により免除をする税額を控除した額に相当する相続税を基礎金額とし

て、・・・ 
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（免除申請があった場合の利子税の計算） 

70の７の２－46 ・・・の規定による免除申請書が提出された場合で、当該免除申請

書の提出があった日から同条第18項の規定による免除通知書を発した日までの間

に猶予中相続税額から免除申請相続税額を控除した残額に相当する相続税を納付

するときに、・・・したがって、当該免除通知書を発した日後においては、・・・の

規定により免除をする税額を控除した残額に相当する相続税を基礎金額とし

て、・・・ 

 

 

（免除申請があった場合の利子税の計算） 

70の７の２－46 ・・・の規定による免除申請書が提出された場合で、免除申請書の

提出があった日から免除通知を発した日までの間に猶予中相続税額から免除申請

相続税額を控除した額に相当する相続税を納付するときに、・・・したがって、免

除通知書を発した日後においては、・・・の規定により免除をする税額を控除した

額に相当する相続税を基礎金額として、・・・ 

 

 

（免除申請に伴い担保解除を行う場合に納付すべき相続税額） 

70の７の２－47 ・・・「同項各号の猶予中相続税額から同項に規定する免除申請

相続税額を控除した残額に相当する相続税額」とは、・・・から免除申請相続税

額を控除した残額に相当する相続税の額と、・・・ 

 

（免除申請に伴い担保解除を行う場合に納付すべき相続税額） 

70の７の２－47 ・・・「同項各号の猶予中相続税額から同項に規定する免除申請相

続税額を控除した額に相当する相続税」とは、・・・から免除申請相続税額を控

除した額に相当する相続税の額と、・・・ 

 

（措置法第70条の７の２第24項各号の価額の意義） 

70の７の２－49 ・・・ 

この場合において、70の７－45中「措置法第70条の７第24項」とあるのは「措置

法第70条の７の２第24項」と、「認定贈与承継会社」とあるのは「認定承継会社」

と、「特例対象贈与」とあるのは「相続の開始」となることに留意する。 

 

（措置法第70条の７の２第24項各号の価額の意義） 

70の７の２－49 ・・・ 

この場合において、「特例対象贈与」とあるのは「相続の開始」となることに留

意する。 

 

 

〔措置法第70条の７の３((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の

特例))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の７の３((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の課税の

特例))関係〕 

 

（措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取得をしたものと

みなされる特例受贈非上場株式等の価額の計算） 

70の７の３－１ 措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取

得をしたものとみなされる・・・ 

 (注)１ ・・・ 

Ａは、措置法第70条の７の３第１項の贈与者から特例対象贈与により取得

をした同法第70条の７第１項の特例受贈非上場株式等の当該贈与の時にお

（措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取得したものとみ

なされる特例受贈非上場株式等の価額の計算） 

70の７の３－１ 措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取

得したものとみなされる・・・ 

 (注)１ ・・・ 

Ａは、措置法第70条の７の３第１項の死亡した贈与者から贈与により取得

した特例受贈非上場株式等のうち措置法第70条の７第２項第５号に規定す
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ける価額 

Ｂは、・・・ 

Ｃは、措置法第70条の７の３第１項の贈与者から特例対象贈与により取得

をした同法第70条の７第１項の特例受贈非上場株式等に係る納税猶予分の

贈与税額 

   ２ 当該死亡した贈与者から複数の認定贈与承継会社の非上場株式等を贈与

により取得をした場合のＡ及びＢの価額は、それぞれの認定贈与承継会社ご

とに算定することに留意する。 

  ３ ・・・ 

 

る納税猶予分の贈与税額（以下「納税猶予分の贈与税額」という。）に対応

する当該特例受贈非上場株式等の価額 

Ｂは、・・・ 

     Ｃは、Ａに規定する納税猶予分の贈与税額 

   ２ 当該死亡した贈与者から複数の認定贈与承継会社に係る非上場株式等を

贈与により取得した場合のＡ及びＢの価額は、それぞれの認定贈与承継会社

ごとに算定することに留意する（措置法令第40条の８第12項の規定により算

出した納税猶予分の贈与税額がＡに規定する納税猶予分の贈与税額とな

る。）。 

   ３ ・・・ 

 

（贈与者の死亡の日前３年以内に贈与を受けた非上場株式等） 

70の７の３－２ ・・・ 

⑴ ・・・の相続人以外の者である場合には遺贈）により取得をしたものとみなさ

れ、・・・ 

 

（贈与者の死亡の日前３年以内に贈与を受けた非上場株式等） 

70の７の３－２ ・・・ 

⑴ ・・・の相続人以外の者である場合には遺贈）により取得したものとみなさ

れ、・・・ 

 

 

〔措置法第70条の７の４((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶

予))関係〕 

 

 

〔措置法第70条の７の４((非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税猶

予))関係〕 

 

（特例相続非上場株式等の意義） 

70の７の４－１ ・・・同条第２項第３号に規定する経営相続承継受贈者（以下70

の７の４－12までにおいて「経営相続承継受贈者」という。）が・・・ 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・ 

(注)１  ・・・ 

Ａは、・・・ 

Ｂは、・・・（当該特例対象贈与があった時から当該相続の開始の直前

までの間に当該特例受贈非上場株式等に係る・・・ 

２ ・・・措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取

得をしたものとみなされた場合の特例相続非上場株式等に該当するかど

うかの判定は、・・・ 

（特例相続非上場株式等の意義） 

70の７の４－１ ・・・同条第２項第３号に規定する経営相続承継受贈者（以下70

の７の４－11までにおいて「経営相続承継受贈者」という。）が・・・ 

⑴ ・・・ 

⑵ ・・・ 

(注)１  ・・・ 

Ａは、・・・ 

Ｂは、・・・（当該特例対象贈与の時から当該相続の開始の直前までの

間に特例受贈非上場株式等に係る・・・ 

２ ・・・措置法第70条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取

得したものとみなされた場合の特例相続非上場株式等に該当するかの判

定は、・・・  
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（特例対象贈与に係る贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） 

70の７の４－２ 特例対象贈与により取得をした認定贈与承継会社の非上場株式等

の受贈者が、・・・同項の規定の適用に係る特例受贈非上場株式等は措置法第70

条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取得をしたものとみなされる

ことから、・・・ 

 

（特例対象贈与に係る贈与者が贈与税の申告期限前に死亡した場合） 

70の７の４－２ 特例対象贈与により取得した認定贈与承継会社の非上場株式等の

受贈者が、・・・同項の規定の適用を受ける特例受贈非上場株式等は措置法第70

条の７の３第１項の規定により相続又は遺贈により取得したものとみなされるこ

とから、・・・ 

 

（修正申告等に係る相続税額の納税猶予） 

70の７の４－３ ・・・については、70の７―６((修正申告等に係る贈与税額の納税

猶予))を準用する。 

 

（修正申告等に係る相続税額の納税猶予） 

70の７の４－３ ・・・については、70の７―６を準用する。 

 

（特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７の４－４ ・・・資産運用型会社の意義については、70の７の２－14((特例の

対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義))を準用する。 

この場合において、70の７の２－14中「相続の開始の日の属する事業年度の直前

の事業年度の開始の日から当該相続に係る相続税の申告期限までの間のいずれか

の日」とあるのは・・・また、同通達⑴中「相続の開始」とあるのは「特例対象贈

与」となることに留意する。 

 

（特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７の４－４ ・・・資産運用型会社の意義については、70の７の２－14を準用す

る。 

この場合において、「相続の開始の日の属する事業年度の直前の事業年度の開始

の日から当該相続に係る相続税の申告期限までの間のいずれかの日」とあるの

は・・・⑴中「相続の開始の時前」とあるのは「特例対象贈与の時前」となること

に留意する。 

 

（認定相続承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納税猶予分

の相続税額の計算の基となる特例相続非上場株式等の価額） 

70の７の４－６ 特例相続非上場株式等について措置法第70条の７の４第１項の規

定の適用を受ける場合において、相続の開始の時に、特例相続非上場株式等に係る

認定相続承継会社又は当該認定相続承継会社の特別関係会社（措置法令第40条の８

の３第４項において準用する措置法令第40条の８の２第８項の特別の関係がある

会社をいう。以下70の７の４－６の２までにおいて同じ。）であって当該認定相続

承継会社との間に支配関係がある法人（以下70の７の４－６の２までにおいて「特

別支配関係法人」という。）が会社法第２条第２号に規定する外国会社（当該認定

相続承継会社の特別関係会社に該当するものに限る。以下70の７の４－６の２まで

において同じ。）又は措置法令第40条の８の３第７項において準用する措置法令第

40条の８の２第12項に定める医療法人（以下70の７の４－６の２までにおいて「外

国会社等」という。）の株式等を有するときにおける措置法第70条の７の４第２項

（新設） 
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第４号に規定する納税猶予分の相続税額（以下70の７の４－６の２までにおいて

「納税猶予分の相続税額」という。）の計算の基となる当該特例相続非上場株式等

の価額は、措置法第70条の７の４第１項の特例受贈非上場株式等の同法第70条の７

第１項の規定の適用に係る贈与の時における当該認定相続承継会社の株式等の価

額を基礎として当該認定相続承継会社又は当該認定相続承継会社の特別支配関係

法人が当該外国会社等の株式等を有していなかったものとして措置法令第40条の

８の３第８項及び措置法規則第23条の12第３項の規定に基づき計算した価額とな

ることに留意する。 

この場合において、措置法規則第23条の12第３項第２号ロ⑴に規定する「当該特

別支配関係法人が直接又は他の特別支配関係法人を通じて間接に有する外国会社

等の株式等の価額」とは、次に掲げる区分により計算した価額となることに留意す

る。 

 ⑴ 特別支配関係法人が直接に有する外国会社等の株式等の価額 

   当該外国会社等の株式等の価額 

 ⑵ 特別支配関係法人が他の特別支配関係法人を通じて間接に有する外国会社等

の株式等の価額 

次の算式により計算した価額 

（算式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)１ 措置法規則第23条の12第３項第２号の純資産額を算定する場合における

各資産及び各負債の価額は、評価基本通達の定めにより算定した価額となる

ことに留意する。 

２ 平成22年４月１日前に贈与により取得をした平成22年改正法（所得税法等

の一部を改正する法律（平成22年法律第６号）をいう。以下70の７の４－13

までにおいて同じ。）による改正前の措置法（以下70の７の４－13までにお

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別支配関

係法人が有

する他の特

別支配関係

法人の株式

等の数又は

金額 

× － 
他の特別支配

関係法人の株

式等の１単位

当たりの価額 

他の特別支配関係法人が外

国会社等の株式等を有して

いなかったものとして計算

した場合の当該他の特別支

配関係法人の株式等の１単

位当たりの価額 
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いて「平成22年改正前措置法」という。）第70条の７第２項第２号に規定す

る非上場株式等について同条第１項の規定の適用を受けている同項に規定

する経営承継受贈者が当該非上場株式等の贈与をした者（以下70の７の４－

６において「贈与者」という。）の死亡（平成22年４月１日以後における死

亡に限る。）に伴い当該非上場株式等について措置法第70条の７の４第１項

の規定の適用を受ける場合において、当該贈与者の死亡に係る相続の開始の

時に、特例相続非上場株式等に係る認定相続承継会社又は当該認定相続承継

会社の特別支配関係法人が外国会社等の株式等を有するときにおける納税

猶予分の相続税額の計算の基となる当該特例相続非上場株式等の価額は、平

成22年改正措令附則第49条第１項第２号((相続税及び贈与税の特例に関す

る経過措置))の規定により上記と同様の取扱いになることに留意する。 

３ 上記⑵の算式中、「他の特別支配関係法人が外国会社等の株式等を有してい

なかったものとして計算した場合の当該他の特別支配関係法人の株式等の１単

位当たりの価額」とは、他の特別支配関係法人の株式等の価額を評価基本通

達の定めにより計算した価額を基礎とし、当該他の特別支配関係法人が有し

ている外国会社等の株式等の価額及び当該外国会社から受けた配当金に相

当する金額を除外したところで計算した場合の当該株式等の価額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特例相続非上場株式等に係る認定相続承継会社が２以上ある場合の納税猶予分の

相続税額の計算） 

70の７の４－６の２ ・・・認定相続承継会社が２以上ある場合における納税猶予分

の相続税額の計算は、・・・ 

１ ・・・（措置法令第40条の８の３第７項において準用する措置法令第40条の８

の２第15項の規定による100円未満の端数処理は行わない。）。 

(注) 特例相続非上場株式等の価額は、特例対象贈与により取得をした特例受贈

非上場株式等のそれぞれの当該特例対象贈与の時における価額を基礎とし

て計算することに留意する。ただし、相続の開始の時において、特例相続非

上場株式等に係る認定相続承継会社又は当該認定相続承継会社の特別支配

関係法人が外国会社等の株式等を有する場合の納税猶予分の相続税額の計

算の基となる当該特例相続非上場株式等の価額については、70の７の４－６

((認定相続承継会社等が外国会社又は医療法人の株式等を有する場合の納

税猶予分の相続税額の計算の基となる特例相続非上場株式等の価額))の取

（特例相続非上場株式等に係る認定相続承継会社が２以上ある場合の納税猶予分の

相続税額の計算） 

70の７の４－６ ・・・認定相続承継会社が２以上ある場合における措置法第70条の

７の４第２項第４号に規定する納税猶予分の相続税額の計算は、・・・ 

 １ ・・・（措置法令第40条の８の３第７項の規定により準用する措置法令第40

条の８の２第14項の規定による100円未満の端数処理は行わない。）。 

２ 措置法令第40条の８の３第７項の規定により準用する措置法令第40条の８の

２第16項の規定により、・・・ 

３ ・・・納税猶予分の相続税額の合計が、・・・ 

(注) 上記１の特例相続非上場株式等の価額は、それぞれ特例対象贈与により取得

をした特例受贈非上場株式等の当該特例対象贈与の時における価額を基礎と

して計算することに留意する。 

 



改   正   後 改   正   前 

扱いによることに留意する。 

２ 措置法令第40条の８の３第７項において準用する措置法令第40条の８の２第

17項の規定により、・・・ 

３ ・・・納税猶予分の相続税額の合計額が、・・・ 

 

（確定事由となる資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７の４－８ ・・・措置法第70条の７の２第３項第９号の要件を判定する場合に

は、70の７の２－14((特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の

意義))を準用する。 

この場合において、70の７の２－14中「相続の開始の日の属する事業年度の直前

の事業年度の開始の日」とあるのは「相続税の申告期限の翌日」と、「相続税の申

告期限」とあるのは「措置法令第40条の８の３第11項に規定する猶予中相続税額に

相当する相続税の全部につき納税の猶予に係る期限が確定する日」と、「第40条の

８の２第７項」とあるのは「第40条の８の３第16項の規定により読み替えて適用す

る同法第40条の８の２第29項」と、また、同通達⑴中「相続の開始」とあるのは「特

例対象贈与」となることに留意する。 

 

（確定事由となる資産保有型会社又は資産運用型会社の意義） 

70の７の４－８ ・・・措置法第70条の７の２第３項第９号の要件を判定する場合に

は、70の７の４－４((特例の対象とならない資産保有型会社又は資産運用型会社の

意義))を準用する。 

 

（既に非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例等の適用を受けている他の

者がいる場合等） 

70の７の４－９ ・・・ 

 (注)１ ・・・当該認定相続承継会社の非上場株式等について上記⑴から⑶までの

いずれかの規定の・・・ 

 

（既に非上場株式等についての贈与税の納税猶予の特例等の適用を受けている他の

者がいる場合等） 

70の７の４－９ ・・・ 

 (注)１ ・・・当該認定相続承継会社に係る株式等について上記⑴から⑶までのい

ずれかの規定の 

（平成22年４月１日前に贈与により取得をした非上場株式等に係る会社の措置法第

70条の７の４第２項第１号ヘの要件） 

70の７の４－11 平成22年４月１日前に贈与により取得をした平成22年改正前措置

法第70条の７第２項第２号に規定する非上場株式等について同条第１項の規定の

適用を受けている経営承継受贈者が、当該非上場株式等の贈与をした者の死亡に伴

い当該非上場株式等について措置法第70条の７の４第１項の規定の適用を受ける

場合の同条第２項第１号ヘの規定の適用については、平成22年改正措令附則第49

条第１項第１号((相続税及び贈与税の特例に関する経過措置))の規定により、当該

非上場株式等に係る会社は常時使用従業員（措置法規則第23条の12第２項において

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   後 改   正   前 

準用する措置法規則第23条の９第４項に規定する常時使用する従業員をいう。）の

数が５人以上であるとみなされることに留意する。 

 

 

 

（70の７の２関係通達の準用） 

70の７の４－12 （省略） 

 

（70の７の２関係通達の準用） 

70の７の４－11 （同左） 

 

（平成22年改正前措置法第70条の７、第70条の７の２及び第70条の７の４の規定によ

る非上場株式等についての贈与税及び相続税の納税猶予についての取扱い） 

70の７の４－13 平成22年改正前措置法第70条の７の規定による非上場株式等につ

いての贈与税の納税猶予の適用を受けているもの、同法第70条の７の２の規定によ

る非上場株式等についての相続税の納税猶予の適用を受けているもの及び同法第

70条の７の４の規定による非上場株式等の贈与者が死亡した場合の相続税の納税

猶予の適用を受けているものに係る所得税法等の一部を改正する法律（平成22年法

律第６号）の附則第124条第６項((相続税及び贈与税の特例に関する経過措置))の

規定の適用については、平成22年６月17日付課資２－14ほか２課共同「租税特別措

置法（相続税法の特例関係）の取扱いについて」等の一部改正について」通達によ

る改正前の「租税特別措置法（相続税法の特例関係）の取扱いについて」通達の70

の７－１((贈与税の納税猶予の対象となる非上場株式等の意義))から70の７の４

－11((70の７の２の関係通達の準用))の取扱いの例による。 

（新設） 
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